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西 宮 市 民 憲 章 

 
美しい風光と豊かな伝統のまち、西宮の市民としてこの憲章を定めます。 
これは未来へはばたくわたくしたちの合い言葉です。 

 
 
その１ 西宮を みどりと青空の明るいまちにしましょう 

 
 

その２ 西宮を 教育と文化のかおり高いまちにしましょう 
 
 

その３ 西宮を 心のかよった福祉のまちにしましょう 
 
 

その４ 西宮を 希望にみちた産業のまちにしましょう 
 
 

その５ 西宮を 心身ともに健やかなしあわせのまちにしましょう 
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１ 市政の概要 
 

（１）沿革等 
本市は県東南部に位置し、市域は南の大阪湾から北の六甲山地までを占め、南部の平坦

部と北部の山地部に大きく分かれています。 
古くは、“戎

えべ

っさん”として知られる西宮神社の門前町として、また京都に通ずる西国街

道と大阪に通ずる中国街道の分岐点であることから宿場町としても栄えました。明治以降

は神戸・大阪のほぼ中間にあるため、鉄道網が整備され、住宅地として発展しました。 

産業面では六甲山地からの伏流水『宮水』による清酒業が江戸時代以降隆盛し、「灘の生

一本」で全国に名声を博しています。 

昭和 38 年には、良好な住宅地と恵まれた教育環境を生かしたまちづくりをすすめるため、

『文教住宅都市宣言』を行い、平成 15 年には、環境学習を軸とした 21 世紀の持続可能

なまちづくりをすすめるよう『環境学習都市宣言』を行いました。また、観光面では、

全国高校球児のあこがれであり、阪神タイガースの本拠地でもある甲子園球場が有名です。 

平成 7 年 1 月 17 日未明に発生した「阪神・淡路大震災」により南部地域は壊滅的な打

撃を被りましたが、現在は震災前の賑わいを取り戻し、人口も 48 万人を超えました。 

平成 20 年 4 月には、中核市に移行し、第５次総合計画に基づき、さらに魅力ある都市

として躍進しようとしています。 

 
（２）位置及び面積 

西宮市役所の位置：東経１３５度２０分４０秒、北緯３４度４４分４秒 
西宮市の面積   １００．１８ｋ㎡ 

          東西 約１４．３ｋｍ、南北 約１９．１ｋｍ 

海抜       最高地で８９８．６ｍ 

 
（３）人口及び世帯数 (過去 4 年：各年の 4 月１日現在の推計人口) 

 平成３１年 令和２年 令和３年 令和４年 

世 帯 数 215,047 216,509 224,624 225,568 

人    口 486,768 486,799 483,641 482,204 

内 
 

訳 

男 226,791 228,162 226,791 227,315 

女 266,008 255,479 266,008 254,889 

   ※ 令和４年は推計人口の数値が確定していないため住民基本台帳人口を記載 
 

（４）市  制 
大正１４年４月 西宮町が市となる 
昭和 ８年４月 今津町、芝村、大社村を合併 
昭和１６年２月 甲東村を合併 
昭和１７年５月 瓦木村を合併 
昭和２６年４月 鳴尾村、山口村、塩瀬村を合併 
平成２０年４月 中核市となる 

 
(５)国内友好・交流、海外姉妹・友好都市 

   ◇ アメリカ スポーケン市 
    ◇ ブラジル ロンドリーナ市 
    ◇ 中国   紹興市 
    ◇ 鹿児島県 奄美市（旧 名瀬市） 
    ◇ 高知県  梼原（ゆすはら）町 
    ◇ フランス ロット・エ・ガロンヌ県およびアジャン市 
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２ 消費生活センターの沿革等 
（１）沿  革 

年  月 
組      織 

内        容 
課 係 

昭和３９年 
(1964 年) 

４月 商工農林課 計量係 係の新設 

４０年 
(1965 年) 

 商工農林課 計量係 
計量モニター及び生鮮食料品 

小売物価調査開始 

４１年 
(1966 年) 

４月 商工農林課 消費対策係 
婦人団体等の要望もあり 

消費対策係を新設 

４２年 
(1966 年) 

１０月 社会課 消費対策係 課の変更 

４４年 
(1969 年) 

４月 生活課   
社会課消費対策係と 

商工農林課計量係の統合 

４５年 
(1970 年) 

１１月 生活課   西宮市消費生活審議会を設置 

４６年 
(1971 年) 

２月 生活課   
消費者センター開設 

(相談ｺｰﾅｰ・展示ｺｰﾅｰ・商品ﾃｽﾄ室の新設) 

１１月 生活課 相談担当主査 
相談担当主査の新設  

消費生活の苦情処理の強化 

４８年 
(1972 年) 

４月 計量検査所   生活課計量係が独立 

４９年 
(1974 年) １月 生活課 消費流通担当主査 

消費流通担当主査を新設 

石油パニックに伴う措置 

５２年 
(1977 年) 

４月 消費者センター   生活課を改称 

５４年 
(1979 年) 

４月 消費者センター 計量検査係 計量検査所を消費者センターに統合 

５９年 
(1984 年) 

４月 消費者センター  顧問弁護士制度導入（相談員への助言） 

６３年 
(1988 年) 

１１月 消費者センター   相談コーナー・展示コーナーの改装 

平成元年 
(1989 年) 

１０月 消費者センター 消費流通担当主査 １名増員 組織の強化を目指す 

２年 
   (1990 年) 

４月 消費者センター 

消費生活係 

計量検査係 

消費流通係 

相談係 

庶務係 

主査制の廃止 

５係となる 

３年 
   (1991 年) 

４月     計量適正化業務委託を始める 

４年 
   (1992 年) 

４月 消費者センター 啓発係 消費生活係を啓発係に改称 

６年 
   (1994 年) 

４月 消費生活課 生活情報係 
消費者センターを消費生活課と改称 

啓発係を生活情報係と改称 

８年 
   (1996 年) 

４月   ２係 

生活情報係・相談係を廃止  

担当係長制とする 

弁護士による法律相談会実施（市民対象） 

７月     震災後、江上町第９庁舎に移転 
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年  月 
組      織 

内        容 
課 係 

９年 
(1997 年) 

９月     江上庁舎に資料室・実習室を設置 

１３年 
(2001 年) 

４月 消費生活センター  
消費生活課を消費生活センターに改称 

ＡＣＴＡ西宮に事務所を移転 

１６年 
(2004 年) 

３月   計量検査室移転 

１７年 
(2005 年) 

４月 
全庁として課制か

らグループ制に 
係制からチーム制に  

１９年 
(2007 年) 

４月   

消費生活相談業務を毎週土曜日も実施 

消費生活相談員１名増の６名体制へ 

学習室等の予約受付開始時期を早める 
登録団体 ２ヶ月前→６ヶ月前 
一般   １ヶ月前→５ヶ月前 

２０年 
(2008 年) 

１月   司法書士による多重債務相談を週１回実施 

４月   西宮市多重債務者対策連絡協議会を設置 

２１年 
(2009 年) 

４月   
相談時間を９時～１６時４５分まで 

１５分延長（１２時～１３時まで休憩） 

１０月   地方消費者行政活性化基金活用開始 

２２年 
(2010 年) 

１月   個人情報保護のため相談ブースを改修 

２４年 
(2012 年) 

３月   

展示コーナーフロア改修 

第１学習室音響設備更新 

啓発用テレビモニター設置 

２５年 
(2013 年) 

３月   西宮市多重債務者対策連絡協議会の廃止 

４月   
司法書士による多重債務相談を月２回 

（第２・４火曜日）実施に変更 

２６年 
(2014 年) 

７月   

消費生活審議会を消費者教育推進地域協議会

に準じた組織にするため委員構成を変更 

（消費者教育推進計画策定のため） 

２８年 
(2016 年) 

３月   『西宮市消費者教育推進計画』策定 

４月   西宮市消費者教育推進庁内連携連絡会を設置 

２９年 
(2017 年) 

１１月   
消費生活センター・アクタ西宮ステーションの

移転・改修工事開始 

３０年 
(2018 年) 

３月   
ＡＣＴＡ西宮３階に消費生活センター（事務

所）移転 

４月   
消費生活センター・アクタ西宮ステーションの

移転・改修工事完了 

令和３年 
(2021 年)   

１２月   『第２次西宮市消費者教育推進計画』策定 
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(２)予算・決算 (R2・3年度は決算。R4 年度は当初予算。単位：千円） 

 

  歳 入    

  R2 年度 R3 年度 R4 年度 

県 補 助 金 (関係課分除く) 3,910 2,902 1,512 

手 数 料 0 0 1 

使 用 料 204 200 320 

そ の 他 12 18 21 

計 4,126 3,120 1,854 

    

  歳 出    

  R2 年度 R3 年度 R4 年度 

計 量 検 査 関 係 経 費 6,381 6,293 6,688 

消 費 生 活 相 談 経 費 24,883 24,548 24,918 

消費者教育・啓発事業経費 4,567 3,076 3,819 

消費生活センター管理運営経費 15,911 13,216 14,585 

計 51,742 47,133 50,010 

（注）各年度ともセンター整備費・改修費は除く。 

 

 

（３）組 織（令和４年４月現在） 
産業文化局 ━━ 産業文化総括室 ━━┳ 産業文化総務課 
                   ┣ 市場施設課 

┣ 農政課 
┣ 消費生活センター  
 

 
 
 
（４）職 員（令和４年４月現在） 
 

 
 

職  員     ６名 
会計年度任用職員（相談員）６名 
    〃    （事務員）１名 

所  長 課 長 1 名  

総務チーム 
係 長 1 名  

主 査 1 名  

相談チーム 
係 長 1 名  

会計年度任用職員（相談員） 6 名 有資格者 

啓発・計量チーム 

係 長 1 名  

副主査 1 名  

会計年度任用職員（事務員） 1 名  
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（５）近隣相互協力関係機関 

 
 
（６）施設紹介 
 

 
（７）開館日 

月曜日～土曜日（年末・年始、祝日を除く）午前８時４５分から午後５時３０分 
【相談受付時間】 

上記開館日の午前９時から午後４時４５分 （正午から午後１時までを除く） 

都市名 組織・相談センター 電話 FAX 〒 住所 

兵庫県 

県民生活部 生活安全課 078-362-3157 078-362-4022 650-8567 
神戸市中央区下山手通 

５－１０－１ 

消費生活総合センター 078-302-4000 078-302-4002 650-0046 
神戸市中央区港島中町 

４丁目２ 

神戸市 
神戸市 

消費生活センター 
078-371-1137 078-351-5556 650-0016 

神戸市中央区橘通 

３丁目４－１ 

尼崎市 
尼崎市 

消費生活センター 
06-6489-6690 06-6489-6686 660-8501 

尼崎市東七松町 1 丁目２３－１ 

尼崎市役所中館８階 

芦屋市 
芦屋市 

消費生活センター 
0797-38-2179 0797-38-2176 659-0065 芦屋市公光町５－１０ 

伊丹市 
伊丹市立 

消費生活センター 
072-772-0261 072-775-3811  664-0895 伊丹市宮ノ前２丁目２－２ 

宝塚市 
宝塚市 

消費生活センター 
0797-81-4185 0797-83-1011 665-0852 

宝塚市売布２丁目５－１ 

ピピアめふ１・５階 

川西市 
川西市 

消費生活センター 
072-740-1333     072-740-1168 666-8501 川西市中央町１２－１ 

三田市 
三田市 

消費生活センター 
079-559-5032    079-563-8001 669-1528 

三田市駅前町２－１ 

三田駅前一番館ｷｯﾋﾟｰﾓｰﾙ６階 

猪名川町 
猪名川町 

消費生活相談コーナー 
072-766-8703 072-767-7260 666-0292 

川辺郡猪名川町上野字北畑 

１１－１ 

姫路市 
姫路市 

消費生活センター 
079-221-2110 079-221-2108 670-8501 姫路市安田４丁目１番地 

明石市 
あかし 

消費生活センター 
078-918-5634 078-918-5616 673-0886 

明石市東仲ノ町６－１  

アスピア明石北館７階 

加古川市 
加古川市 

消費生活センター 
079-427-9179 079-427-3525 675‐8501 

 

加古川市加古川町北在家 2000 

 
部 屋 名 

面積 

(㎡) 

座席数 

(席) 

３階 展示コーナー １３ － 

３階 資料・情報・閲覧コーナー ４５ － 

５階 第１学習室 ７０ ２４ 

５階 実習室 ４５ １８ 

５階 第２学習室 ４４ １８ 

５階 共同利用室 ２４ ９ 

使用料はセンター条例別表(P.45)参照 

３階 

５階 
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（８）令和３年度利用状況 
 

２０２１年度 

開館

日数

(日) 

相談関係 

（件） 

学習室等使用（件） 

第１学習室 実習室 第２学習室 

総数 
令和３年４月 

     ～ 令和４年３月 

新規 

相談 

継続 

相談 
計 午前 午後 午前 午後 午前 午後 

年の合計 293 4,921 3,675 8,596 79 98 76 81 28 30 392 

４月 
  25 412 277 689 7 10 6 6 4 7 40 

累計 25 412 277 689 7 10 6 6 4 7 40 

５月 
  23 447 268 715 3 5 4 4 1 3 20 

累計 48 859 545 1,404 10 15 10 10 5 10 60 

６月 
  26 455 325 780 4 4 5 7 2 3 25 

累計 74 1,314 870 2,184 14 19 15 17 7 13 85 

７月 
  25 394 307 701 9 11 9 10 3 3 45 

累計 99 1,708 1,177 2,885 23 30 24 27 10 16 130 

８月 
  25 359 316 675 4 7 4 4 3 1 23 

累計 124 2,067 1,493 3,560 27 37 28 31 13 17 153 

９月 
  24 396 272 668 4 5 4 6 0 0 19 

累計 148 2,463 1,765 4,228 31 42 32 37 13 17 172 

１０月 
  26 416 282 698 9 13 6 8 4 4 44 

累計 174 2,879 2,047 4,926 40 55 38 45 17 21 216 

１１月 
  24 408 327 735 11 9 4 7 2 2 35 

累計 198 3,287 2,374 5,661 51 64 42 52 19 23 251 

１２月 
  24 441 386 827 10 9 9 7 5 2 42 

累計 222 3,728 2,760 6,488 61 73 51 59 24 25 293 

１月 
  23 415 251 666 6 9 6 6 4 5 36 

累計 245 4,143 3,011 7,154 67 82 57 65 28 30 329 

２月 
  22 342 293 635 6 7 8 7 0 0 28 

累計 267 4,485 3,304 7,789 73 89 65 72 28 30 357 

３月 
  26 436 371 807 6 9 11 9 0 0 35 

累計 293 4,921 3,675 8,596 79 98 76 81 28 30 392 

※２月１日から令和４年９月３０日まで新型コロナワクチン接種課が第２学習室を使用（上記使用件数には含まない） 
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３ 消費生活センター事業概要 

 
（１）消費生活相談 

ア．苦情相談 
＊相談体制：相談員６名（原則 常時４名出勤）を配置 
＊強化体制：弁護士会と契約し、問題解決にあたり、顧問弁護士２名より随時助言等の支 
援を得る 

＊法律相談体制：相談者が直接弁護士に相談することができる体制 
月１回、１回４組まで（相談員による事前相談が必要） 

イ．全国消費生活情報ネットワークシステム（ＰＩＯ－ＮＥＴ パイオネット） 

＊ＰＩＯ－ＮＥＴ・・・国民生活センターが開設したネットワークシステムで苦情の情報 
を集積することで、苦情の種類傾向等を把握し、消費者行政に役 
立てることを目的とする 

ウ．情報管理 
＊最新情報の把握と適切な対応に努める 
＊各種資料の収集 
新聞、雑誌、各事業所の発行する資料等 

エ．借金（多重債務）相談 
＊司法書士による相談：月２回、１回３組まで 

 
（２）消費者教育・啓発 

ア．消費者教育推進 
 ＊消費者教育推進庁内連携連絡会の開催 

＊新入職員研修において、消費者教育を実施 
＊小・中学校消費者教育研修会の開催 
＊高齢者等の見守り活動（啓発チラシ配布・通話録音装置の無償貸与など） 

 イ．地方消費者行政強化事業及び交付金事業 
   ＊各関係部局と連携し、消費者行政推進・強化事業補助金を活用した消費者教育を推進 
 ウ．紙面 

＊市政ニュース「消費生活ガイド（平成 24 年 4 月より原則月 1 回）」による広報 
＊「くらしのインフォメーション」による広報（西宮の地域情報誌「宮っ子」に掲載） 

 エ．インターネット    
＊ホームページにて情報を随時掲載 

オ．映像 

＊消費生活に関するＤＶＤ等の提供 

＊アクタ西宮ステーション内の大型モニターによる啓発番組放映 

カ．展示 
＊常設展示コーナー 
＊資料・情報コーナー 
ニーズに応じた資料パンフレットや他所発行のリーフレット類を設置 

＊ＡＣＡＰ（消費者関連専門家会議）コーナー 
キ．講演 

＊講演会の開催 
＊消費生活出前講座の開催（申請に基づく開催） 

＊「知って得する毎月講座」の開催 

ク．消費者活動の支援 
＊西宮市消費者団体連絡会への活動支援 

＊登録団体制度（学習室の利用等に便宜を与え、活動を側面から支援） 
＊消費生活関連講座登録講師（消費生活出前講座派遣講師）への登録制度 

＊学習室・印刷機の提供 
＊市民・学校等への消費者教育支援 
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定期刊行物 
市政ニュース「消費生活ガイド」 

 

宮っ子「くらしのインフォメーション」 

展 示 

「悪質商法について」パネル 

「クーリング・オフについて」パネル 

「高齢者見守り」パネル 

講座・講演 

知って得する毎月講座 

消費生活出前講座 

消費者月間記念講演会 

夏休み親子消費者教室 

消費生活展・記念講演会 

消費者問題講演会 

 
 
（３）消費生活審議会（消費者教育推進地域協議会） 
   消費者行政に関する施策について意見及び提言を求めるため審議会を開催。 

また、「消費者教育の推進に関する法律第 20 条」に基づく消費者教育推進地域協議会 
として、「西宮市消費者教育推進計画」に係る意見及び消費者教育推進に関する施策に 
ついての情報交換及び調整を行う。 

 
（４）計量検査 

ア．適正な計量の実施 

イ．定期検査の実施 

ウ．立入検査の実施 

＊特定計量器に対する検査 

＊商品量目に対する検査 

エ．計量思想の普及啓発 

 

（５）各種法令に基づく業務 

   ＊生活関連物資等に関する立入検査 

   ＊電気用品・ガス用品・液化石油ガス用品・家庭用品・消費生活用製品に対する立入検査 

   ＊事業者に係る個人情報の苦情に関すること 
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（６）法体系 
関係法令等 

和暦 西暦 制  定  法  律  等 参  考 

昭和４３年 1968 ・消費者保護基本法制定 5.30 制定、S58・H11 改正  

４４年 1969 ・地方自治法改正 ［消費者保護の事務を明記］ 

４５年 1970 ・国民生活センター発足 

・JAS 法改正   

４７年 1972 ・食品衛生法改正 

・景品表示法改正 

・割賦販売法改正 

  

  

４８年 1973 ・安全三法 

・商品の原産国に関する不当な表示 10.16 告示  

５１年 1976 ・訪問販売法   

５２年 1977 ・独占禁止法改正   

５３年 1978 ・無限連鎖講の防止に関する法律 

（ねずみ講防止法）  

５５年 1980 ・消費者信用融資費用に関する不当な表示 4.12 告示 

５６年 1981 ・食糧管理法改正（配給制の廃止）  

５７年 1982 ・海外商品市場における先物取引の受託に関する

法律   

５８年 1983 ・貸金業の規制等に関する法律 

・出資法改正 

5.13 公布、H14 改正 

 

５９年 1984 ・割賦販売法改正 ［PIO-NET 開設］ 

６１年 1986 ・特定商品等の預託等取引契約に関する法律   

６３年 1988 ・無限連鎖講の防止に関する法律改正 

（ねずみ講防止法） 

・訪問販売法改正 

・金融先物取引法 

・抵当証券業規制法施行 

 

 

 

平成元年 1989  ［第６次学習指導要領］ 

３年 1991 ・新借地借家法 

・商品投資事業法   

４年 1992 ・特定債権等に係る事業の規制に関する法律 ［霊感商法が問題となる］ 

５年 1993 ・新計量法施行 

・環境基本法制定 

・おとり広告に関する表示 

・不正競争防止法 

 

 

4.28 告示 

5.19 公布 

６年 1994 ・製造物責任法（PL 法） 

・新食糧法 

7.1 制定  

 

７年 1995 ・食品衛生法改正 

・保険業法改正 

・旅行業法改正 

・宅建業法改正 

・容器リサイクル法 

［阪神淡路大震災］ 
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和暦 西暦 制  定  法  律  等 参  考 

８年 1996 ・訪問販売法改正 

・新食糧法施行 

［O157 事件］ 

９年 1997 ・医療保険制度改正（自己割合等） ［4 月より消費税率５％］ 

１０年 1998 ・家電リサイクル法 

・特定商取引に関する法律 

(旧 訪問販売法) 

・債権管理回収業に関する特別措置法 

・新聞業における景品類の提供の制限に関する 

公正競争規約 

6.5 公布、H23 改正 

3.25 公布、H14 改正 

 

10.16 公布、令・規則も公布 

8.31 告示 

１１年 1999 ・住宅品質確保促進法 

・訪問販売法改正 

・成年後見制度等 4 法 

・食料・農業・農村基本法施行 

・不正アクセス禁止法 

・利息制限法改正 

・海外先物取引受託法改正  

１２年 2000 ・消費者契約法 

・金融商品販売法 

  

  

１３年 2001 ・消費者契約法施行 

・金融商品の販売法施行 

・電気用品安全法施行（旧電気用品取締法） 

・家電リサイクル法施行 

・食品リサイクル法施行 

・グリーン購入法施行 

・ＪＡＳ改正法 

・情報公開法施行 

・特定商取引法施行（旧訪問販売法） 

・高齢者居住安定確保法施行 

・電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民

法の特例に関する法律 

［狂牛病発生］ 

4.１ 施行 

 

エアコン・冷蔵庫・洗濯機 

 

 

 

 

内職・モニター商法等の規制   

１４年 2002 ・特定電子メール法 

・牛海綿状脳症対策特別措置法施行 

・自動車リサイクル法 

・証券取引法改正 

・国民生活センター法 

［携帯電話普及］ 

  

 

 

12.4 公布、令・規則も公布 

１５年 2003 ・不当景品類及び不当表示防止法の一部改正 

・食品安全基本法 

・個人情報保護法 

・食品衛生法等の一部改正 

・食品安全関連 5 法 

・遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物

の多様性の確保に関する法律 

・割賦販売法･特定商取引に関する法律施行令の

一部改正 

・貸金業の規制に関する法律一部改正 

・出資の受入れ、預り金および金利等の取締りに

関する法律の一部改正 

5.23 公布 

5.23 公布 

5.30 公布、一部施行 

5.30 公布 

6.11 公布 

6.18 公布 

 

7.18 公布 

 

8.1 公布 

8.1 公布 

１６年 2004 ・消費者基本法改正 

・特定商取引法改正 

6.2 公布、施行 

11.11 改正 
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和暦 西暦 制  定  法  律  等 参  考 

１７年 2005 ・個人情報保護法 

・食育基本法 

・金融先物取引所法改正（外国為替証処金取引） 

 

4.1 全面施行 

6.17 公布 

7.1 改正 

 

[消費者基本計画 閣議決定] 

１８年 2006 ・消費者契約法改正（消費者団体訴訟制度） 

・金融商品取引法改正（証券取引法） 

・貸金業法改正 

6.7 公布 

6.14 公布、H19.9.30 施行 

12.20 公布、H19.1.20 一部施行 

１９年 2007 ・電気用品安全法改正 

・消費生活用製品安全法改正 

 （長期使用製品安全点検制度及び長期使用 

製品安全表示制度） 

・貸金業法改正 

11.21 公布、12.21 施行 

11.21 公布、H21.4.1 施行 

 

 

12.19 一部施行 

２０年 2008 ・特定商取引に関する法律改正 

・特定電子メール法改正 

･健康増進法改正(特別用途表示トクホ許可) 

･割賦販売法改正 

6.18 公布、H21.12.1 施行 

6.6 公布、12.1 施行 

6.18 公布、H21.4.1 施行 

6.18 公布、H21.12.1 施行 

２１年 2009  

 

・消費者庁および消費者委員会設置法 

・消費者安全法 

 

［3 月 地方消費者行政活性化

基金造成］ 

6.5 公布、9.1 施行 

6.5 公布、9.1 施行 

［消費者基本計画 

(22 年～26 年度)策定］ 

［新型インフルエンザ発生］ 

２２年 2010 ・貸金業法改正 6.18 全面施行 

［家畜伝染病口蹄疫発生］ 

２４年 2012 ・消費者教育の推進に関する法律 

・特定商取引に関する法律一部改正 

・消費者基本法一部改正 

・消費者安全法一部改正 

8.22 公布、12.13 施行 

8.22 公布、H25.2.21 施行 

8.22 公布、12.13 施行 

9.5 公布、10. 1 施行 

（一部を除く） 

２５年 2013 ・小型家電リサイクル法 

 

・行政手続における特定の個人を識別するための 

番号の利用等に関する法律（マイナンバー法） 

・食品表示法 

・消費税の引き上げを政府が決定 

・消費者の財産的被害の集団的な回復のための 

民事の裁判手続の特例に関する法律 

・薬事法及び薬剤師法一部改正 

3.1 公布、4.1 施行 

電子レンジなど 96 品目 

5.31 公布、H27.10.5 施行 

 

6.28 公布、H27.4.1 施行 

（H26.4.1 から８％に引き上げ） 

12.11 公布、H28.10.1 施行 

 

12.13 公布、H26.6.12 施行 

 

［消費者教育の推進に関する

基本方針 閣議決定］ 
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和暦 西暦 制  定  法  律  等 参  考 

２６年 2014  

 

 

・不当景品類及び不当表示防止法等の一部を 

改正する等の法律 

  （消費者安全法の一部を改正） 

 

 

・不当景品類及び不当表示防止法の一部を 

改正する法律 

［小額投資非課税制度(ＮＩＳＡ)

開始］ 

［4 月より消費税率５％→８％］ 

6.13 公布、H28.4.1 施行 

行政の監視指導体制の強化、 

地域の見守りﾈｯﾄﾜｰｸの構築、 

消費生活センター相談員の 

国家資格化など 

11.27 公布、H28.4.1 施行 

優良誤認や有利誤認の不当 

表示に課徴金を科す 

２７年 2015  

・商品先物取引法施行規則等の改正 

・金融商品取引法改正 

 

・公職選挙法等の一部を改正する法律 

 

・個人情報保護法改正 

［「機能性表示食品」制度開始］ 

1.23 公布、6.1 施行 

6.3 公布、H28.3.1 施行 

プロ向けファンドの規制を強化 

6.19 公布、H28.6.19 施行 

選挙年齢が２０歳から１８歳へ 

9.9 公布、H29.5.30 施行 

２８年 2016 ・成年後見制度の利用の促進に関する法律 

・資金決済に関する法律改正 

・特定商取引に関する法律一部改正 

・消費者契約法一部改正 

・公的年金制度の財政基盤及び最低保障機能の 

強化等のための国民年金法等の一部を改正する 

法律 

 （年金機能強化法改正） 

4.15 公布、5.13 施行 

6.4 公布、H29.4.1 施行 

6.3 公布、H29.12.1 施行 

6.3 公布、H29.6.3 施行 

11.24 公布、H29.8.1 施行 

 

 

 

［洗濯表示記号が国際基準に

合わせて変更］ 

２９年 2017 ・独立行政法人国民生活センター法等の一部を 

改正する法律 

・民法の一部を改正する法律 

 

 

・住宅宿泊事業法（民泊新法） 

6.2 公布、10.1 施行 

 

6.2 公布、R2.4.1 施行 

債権関係（消滅時効、約款、 

賃貸借契約等）の見直し 

6.16 公布、H30.6.15 施行 

３０年 2018 ・食品衛生法等の一部を改正する法律 

・消費者契約法の一部を改正する法律 

 

 

・民法の一部を改正する法律 

 

・ギャンブル等依存症対策基本法 

・特定複合観光施設区域整備法 

 （統合型リゾート整備推進法、ＩＲ整備法） 

・特定興行入場券の不正転売の禁止等による 

 興行入場券の適正な流通の確保に関する法律 

 （チケット不正転売禁止法） 

6.13 公布 

6.15 公布、R1.6.15 施行 

不当な勧誘行為の追加等 

（不安を煽る勧誘、デート商法） 

6.20 公布、R4.4.1 施行 

成年年齢引下げ関係 

7.13 公布、10.5 施行 

7.27 公布 

カジノ施設等 

12.14 公布、R1.6.14 施行 

３１年 

令和元年 

 

2019 ・電気通信事業法の一部を改正する法律 

・子ども・子育て支援法の一部を改正する法律 

・食品ロスの削減の推進に関する法律 

・道路交通法の一部を改正する法律 

・資金決済に関する法律の一部を改正する法律 

5.17 公布、10.1 施行 

5.17 公布、10.1 施行 

5.31 公布、10.1 施行 

6.5 公布、12.1 施行 

6.7 公布、R2.5.1 施行 

［10 月より消費税率８％→10％］ 
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和暦 西暦 制  定  法  律  等 参  考 

２年 2020 ・新型インフルエンザ等対策特別措置法の一部を

改正する法律 

 

・特定デジタルプラットフォームの透明性及び公

正性の向上に関する法律 

 

 

・公益通報者保護法の一部を改正する法律 

 

 

 

・予防接種法及び検疫法の一部を改正する法律 

 

3.13 公布、3.14 施行 

新型コロナウイルスを特別措置

法の対象に加える 

6.3 公布、R3.2.1 施行 

取引条件等の情報の開示、運

営における公正性確保、運営

状況の報告義務付け等 

6.12 公布、R4.6.1 施行 

事業者に対し必要な体制の整

備の義務付け、行政措置（指

導、勧告等）の導入等 

12.9 公布、12.9 施行 

コロナワクチン接種を無料化 

３年 2021 ・取引デジタルプラットフォームを利用する消費者

の利益の保護に関する法律 

 

 

・プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法

律 

 

 

 

 

・消費者被害の防止及びその回復の促進を図るた

めの特定商取引に関する法律等の一部を改正す

る法律 

5.10 公布、R4.5.1 施行 

取引 DPF 提供者の努力義務、

商品等の出品の停止、販売業

者に係る情報の開示請求権等 

6.11 公布、R4.4.1 施行 

製品の設計からプラスチック廃

棄物の処理までに関わるあらゆ

る主体におけるプラスチック資

源循環等の取組を促進するた

めの措置 

6.16 公布 

送り付け商法対策については、

7.6 施行 
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（７）関連条例・要綱等 

 
条例・要綱等名称 

制定 

年月日 
施行日 最新改正 備考 

条例 西宮市消費生活条例 Ｈ19. 3.27 Ｈ19. 7. 1   

条例 西宮市消費生活センター条例 H12.12.27 H13. 4.23 H28. 4．１  

規則 西宮市消費生活センター条例施行規則 H13. 3.28 H13. 4.23 H28. 4．１  

規則 補助金等の取扱いに関する規則 Ｓ58. 3.31 Ｓ58. 4. 1 H19. 3.30  

要綱 西宮市消費生活センター施設管理運営要綱 H13. 4.23 H13. 4.23 H20. 4. 1  

要綱 西宮市消費生活センター登録団体要綱 H13. 4.23 H13. 4.23 H28. 4.15  

要綱 西宮市消費者団体連絡会補助金交付要綱 H12. 6.14 H12. 6.14 H26. 4.17  

要綱 西宮市消費生活相談員設置要綱 H 7. 4. 1 H 7. 4. 1 H21. 4．１  

要綱 
西宮市消費生活センター消費者相談及び苦情処理 

要綱 
Ｓ54. 5. 1 Ｓ54. 5. 1 H16.12.22  

要綱 西宮市消費生活専門家会議登録者活動要綱 H 9. 7. 1 H 9. 7. 1 H29. 4. 1  

要項 
西宮市消費生活出前講座の開設および運営に関する

事務取扱要項 
H10. 3. 1 H10. 3. 1 H27. 2. 3  

条例 西宮市附属機関条例 H25. 7.10 H25. 8. 1 H30. 4. 1  

規則 市長の附属機関の委員の構成別の定数に関する規則 H12. 5.10 H12. 5.10 H29.10. 1  

要領 西宮市消費生活審議会運営要領 H12.11. 2 H12.11. 2 H27. 2.12  

要綱 
西宮市消費生活審議会公募委員選考委員会の設置に

関する要綱 
H16. 4. 7 H16. 4. 7   

要綱 西宮市消費者教育推進庁内連携連絡会設置要綱 H28. 4. 1 H28. 4. 1 R 2. 4. 1  

要綱 西宮市通話録音装置貸与事業実施要綱 H29.10. 1 H29.10. 1 R 2.11. 1  

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

相 談 



（１）
（２）
　　　

〔表２・図２〕

（３）

化粧品等の定期購入に関する相談が引き続き多くなっている。 〔表３・表４〕
（４）

〔表５〕

（５）職業別相談件数は、給与生活者が1,210件、家事従事者が546件、　　

〔表６・図３〕

（１）

来所相談は70歳以上が197件、次いで50歳代が81件であった。
また、電話相談は70歳以上が1,098件、続いて50歳代が701件で、　　
70歳以上の相談が多かった。

〔表１〕

〔図１〕

新型コロナウイルスの感染拡大の影響が長引き、自宅で過ごす時間が

無職が902件となっている。

2,888件となっている。

１　相談の概要

〔表１・図１〕

　消費生活相談受付件数は、４，９２１件で昨年度比９１．７％
　　令和３年度の受付件数は4,921件で、前年度より444件減となった。
　　その内訳は、苦情相談が前年度より513件減の4,187件、問合せは69件増の734件。

長くなっている中、インターネット通販の相談が多い。健康食品や

令和３年度も女性からの相談が多く、男性に対して約1.6倍の

２　相談の件数

令和３年度の相談件数は4,921件で令和２年度に比べ444件減少した。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度

問合せ

苦情

29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度
対R2年
度増減

苦情 3,922 4,483 4,388 4,700 4,187 -513

問合せ 380 414 563 665 734 69

計 4,302 4,897 4,951 5,365 4,921 -444
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（２）

〔図２〕(縦軸は件数）

契約当事者の年代別・手段別相談件数

〔表２〕

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

R3年度

R2年度

20歳
未満

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
70歳
以上

不明 合計

R3年度 12 53 29 67 81 75 197 52 566

R2年度 7 41 39 66 82 80 199 50 564

R3年度 118 294 402 630 701 508 1,098 528 4,279

R2年度 129 363 380 656 724 630 1,210 554 4,646

R3年度 0 2 1 4 4 6 24 35 76

R2年度 0 4 2 6 17 12 63 51 155

R3年度 130 349 432 701 786 589 1,319 615 4,921

R2年度 136 408 421 728 823 722 1,472 655 5,365
合計

来所

電話

文書
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（３）

補足

・令和３年度より、PIO-NETの分類が改訂され、昨年度1位であった「放送・コンテンツ等（インターネット情報

サービス）」の分類が廃止され、既存の分類に組み込まれたり一部新規で分類されることになった。

・5位の「娯楽等情報配信サービス」・・・令和２年度まで「放送・コンテンツ等（インターネット情報サービス）」

の中に分類されていた内容の一部で、令和３年度より新規に分類された。（アダルトサイト、音楽・映像配信サー

ビス等が該当）

・７位の「他の教養・娯楽」・・・令和２年度も分類としてはあったが、令和３年度より、「放送・コンテンツ等

（インターネット情報サービス）」の中に分類されていた内容の一部が組み込まれている。（オンラインゲーム、

出会い系サイト等が該当）

商品・役務別分類（件数上位１５位）

〔表３〕

順位 商品・役務 R3年度 R2年度 増減
前年度比

（％）

1 商品一般 443 480 -37 92.3

2 役務その他サービス 279 226 53 123.5

3 レンタル・リース・貸借（賃貸アパート・借地・借家） 224 193 31 116.1

4 化粧品 216 199 17 108.5

5 娯楽等情報配信サービス 212 0 212 －

6 工事・建築・加工 157 143 14 109.8

7 他の教養・娯楽 149 42 107 354.8

8 移動通信サービス 146 159 -13 91.8

9 相談その他 137 143 -6 95.8

10 健康食品 127 237 -110 53.6

11 修理・補修 116 109 7 106.4

12 インターネット通信サービス 108 114 -6 94.7

13 紳士・婦人洋服 101 98 3 103.1

14 他の保健・福祉 97 232 -135 41.8

15 教室・講座 88 97 -9 90.7
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（１）

（２）

（３）

契約当事者の性別件数

３　参考資料

年代別相談内容

〔表４〕

〔表５〕

契約当事者の職業別相談件数

〔表６〕 〔図３〕

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000

件数

順位 20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

1 他の教養・娯楽 内職・副業 商品一般
賃貸アパート・

マンション
商品一般 商品一般 商品一般

2
娯楽等情報

配信サービス
賃貸アパート・

マンション
賃貸アパート・

マンション
商品一般 化粧品 化粧品

役務その他
サービス

3 健康食品 理容･美容 化粧品
役務その他

サービス
役務その他

サービス
役務その他

サービス
娯楽等情報

配信サービス

4 化粧品 他の教養・娯楽
役務その他

サービス
化粧品

賃貸アパート・
マンション

娯楽等情報
配信サービス

他の保健・福祉

5 商品一般
役務その他

サービス
紳士・婦人洋服

娯楽等情報
配信サービス

娯楽等情報
配信サービス

工事・建築 健康食品

6 紳士・婦人洋服 商品一般 移動通信サービス 紳士・婦人洋服
インターネット
通信サービス

移動通信サービス 工事・建築

7
役務その他

サービス
娯楽等情報

配信サービス
教室・講座 教室・講座 融資サービス

賃貸アパート・
マンション

相談その他

8 内職・副業 化粧品 工事・建築 工事・建築 健康食品 健康食品 移動通信サービス

9 電気 教室・講座 修理・補修
インターネット
通信サービス

他の教養・娯楽 他の保健・福祉 修理・補修

10 玩具・遊具 移動通信サービス 理容・美容 修理・補修 他の教養娯楽品 紳士・婦人洋服 化粧品

男性 女性 不明

1,793 2,888 240

契約当事者

職業別内訳 件数

給与生活者 1,210

自営・自由業 242

家事従事者 546

学生 226

無職 902

その他・不明 1,795
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（４）内容別相談件数

内容別分類 件数 （％） 相談内容

安全・衛生 156 1.6
身体・生命の被害およびそのおそれのある事故、
火災・発火等の危険、食品衛生、発ガン性や残留農薬等、
安全及び衛生に関する相談

品質・機能
・役務品質

431 4.5
商品の品質、機能・性能、故障、不具合、使い勝手等及び
役務の内容・水準等に関する相談

法規・基準 93 1.0
法律、条例、指導通達、業界基準、自主基準、法規格、
任意規格等、規定された一定の標準に関する相談

価格・料金 1,235 12.8 商品の価格および利用料、使用料等役務の対価に関する相談

計量・量目 11 0.11 商品の計量方法、計量・量目およびそれらの不足に関する相談

表示・広告 539 5.6
商品・役務の内容、取引条件および取引に関する
その他の事項について事業者が行う表示、広告、マーク等の相談

販売方法 2,665 27.65
購入したか否かに関係なく、販売形態、販売の手口、
セールストーク等のいずれかひとつでも問題がある相談

契約・解約 3,299 34.2
法律行為としての契約に関する相談および解約に関する相談
（ただし取引自体以外の品質等に問題があり、
それを理由に解約したいという相談を除く）

接客対応 992 10.3
アフターサービス、販売時の接客態度、クレーム処理、保証等
に関する相談

包装・容器 2 0.02 商品に付随する包装、容器に関する相談

施設・設備 4 0.04
商品・役務を販売している施設、設備に関する安全・衛生、
品質・機能等一切の相談

買物相談 8 0.08
商品･役務を購入するに先立って、
情報を収集する目的でする相談

生活知識 5 0.05
商品･役務の購入に関係なく、生活の知恵、
暮らしのノウハウ等を問う相談

その他 198 2.05 上記いずれにも含まれない内容の相談

計 9,638

         ※複数の分野にまたがる相談があるため、上記表の合計数と年間総相談件数は一致しない

- 19 -



（５）

訪問販売

通信販売

訪問購入

その他無店舗販売

　店舗購入は854件で163件の減、訪問販売は302件で24件の増、
　通信販売は1,934件で165件の減、電話勧誘販売は225件で192件の減。

◆販売購入形態別件数

◆訪問販売の商品分類別件数

（衛生サービス、融資サービス等）

（ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｻｰﾋﾞｽ、他の保健・福祉、電気、魚介類、工事・建築・加工等）

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ

電話勧誘販売

（貴金属・アクセサリー等、紳士・婦人洋服、和服、履物）

（新聞、電気、修理・補修、工事・建築・加工、衛生ｻｰﾋﾞｽ、空調・冷暖房・給湯設備等）

ﾏﾙﾁ・ﾏﾙﾁまがい

（商品一般、他の保健衛生品、アクセサリー、魚介類等）

（娯楽等情報配信サービス、健康食品、紳士・婦人洋服、化粧品、他の教養娯楽品等）

（健康食品、化粧品、食器・台所用品、ファンド型投資商品等）

販売購入形態別件数等

特殊販売形態の主なもの

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R3年度

R2年度

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

R3年度

R2年度

販売購入形態 R3年度 R2年度

店舗購入 854 1,017

訪問販売 302 278

通信販売 1,934 2,099

ﾏﾙﾁ･ﾏﾙﾁまがい取引 36 29

電話勧誘販売 225 417

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ･ｵﾌﾟｼｮﾝ 29 23

訪問購入 35 30

その他無店舗販売 218 190

不明･無関係 1,288 1,282

計 4,921 5,365

順位 主な商品・役務 R3年度 R2年度

1 修理・補修 41 44

2 役務その他 37 24

3 工事・建築・加工 35 33

4 書籍・印刷物･新聞 34 39

5 電気 19 8

6 ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ通信ｻｰﾋﾞｽ 17 14

7 放送 14 0

8 空調・冷暖房・給湯設備 12 9

9 生命保険 10 5

10 衛生サービス 9 13
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（６）商品･役務別相談件数推移（平成29年度～令和3年度）

商品名 主な商品･役務 29年度 30年度 R1年度 R2年度 R3年度

A 商品一般 商品一般・商品券 270 627 346 480 443

食料品一般・穀類・し好食品・ 225 269 387

調理食品等

食器・台所用品・掃除用具・ 188 178 185

家具・寝具・照明器具等

D 光熱水品 電気・ガス・水道・石油等 41 95 102 57 63

和服・洋服・かばん・履物・ 206 203 205

アクセサリー等

F 保健衛生品 医薬品・医療用具・化粧品等 139 172 261 455 324

文具・事務用品・パソコン・ 343 368 318

書籍・スポーツ用品等

H 車両･乗り物 自動車・自転車・運搬用具等 71 78 74 77 91

I 土地・建物･設備 土地・集合住宅・戸建住宅等 138 138 151 114 91

J 他の商品 農機具・家畜・原石等 2 1 2 7 4

1,623 2,129 2,031 2,418 2,192

K クリーニング ドライクリーニング等 31 20 22 15 14

レンタル･リース・ レンタカー・貸衣装・賃貸住宅・ 177 193 222

貸借 月極駐車場等

M 工事・建築・加工 新築・増改築･屋根･壁工事等 112 137 118 143 157

N 修理・補修 修理・車検・調律サービス等 72 98 107 109 116

O 管理・保管 マンション管理・パーキング等 26 26 12 26 20

P 役務一般 複合サービス会員等 6 1 6 6 25

Q 金融・保険サービス 生命保険・預貯金・ローン等 268 290 290 256 283

宅配便・電報・電話・衛星放送・ 1,049 935 928

インターネット等

S 教育サービス 予備校・学習塾・家庭教師等 28 30 29 39 28

海外・国内パックツアー・教室・ 156 162 199

講座・各種会員権等

エステ・理美容・マッサージ・ 341 361 396

老人ホーム・年金等

冠婚葬祭・家事サービス・ 231 264 328

警備・廃品回収サービス等

内職・副業・ モニター・ワープロ･ 14 28 26

ねずみ講 パソコン内職・ねずみ講等

X 他の行政サービス 県・市町村役場に関する相談 32 51 47 90 76

2,543 2,596 2,730 2,752 2,537

Y 他の相談 近隣騒音・慣習・債権回収等 136 172 190 195 192

4,302 4,897 4,951 5,365 4,921
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消費者教育・啓発 
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１ 消費者教育推進 
 
（１） 西宮市消費者教育推進庁内連携連絡会の開催 

『第２次西宮市消費者教育推進計画』に基づき、教育委員会の関係課と消費者教育の推進の

ため、庁内連携連絡会を行った。 

日 時  １月２１日（金） 午後２時００分～午後３時３０分 
場 所  西宮市役所 東館８０３会議室 

 
（２） 新入職員第１部研修 

『西宮市消費者教育推進計画』について学ぶとともに、「消費者市民社会」の実現に向けた 
総合的・一体的な消費者教育についての理解を深めるために、職員が講師を務めた。 

日 時  ４月７日（水） 午後３時３０分～午後４時２０分 
  場 所  職員会館 大ホール 
  出席者  新入職員 

 
 
（３） 地方消費者行政推進・強化事業 

どこに住んでいても質の高い相談・救済を受けられ、安全・安心が確保される地域体制を整 
備するための事業を実施し、本市消費者行政の充実・強化をめざした。 
また、地方消費者行政推進・強化事業補助金を通じ、各関係部局と連携して消費者教育を推 
進した。 

 
 
    
 

◆消費生活相談機能整備・強化事業 

【実施例】借金相談会の司法書士委託 

 

◆消費生活相談員等レベルアップ事業 

【実施例】消費生活相談員等の研修参加支援 

 

◆地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業 

【実施例】各種講座・講演会の開催、各種被害防止啓発封筒・チラシ等の作製、消費者教育推 

進活動、地域情報誌への記事掲載委託 

西宮市立図書館での消費者教育関連コーナーの設置と図書資料等の強化、消費者 

教育関連パネル展・講座・講演会の開催 

 
 
 
 ◆重要消費者政策に対応する地方消費者行政の充実・強化 

     （１）ＳＤＧｓへの取組 
      【実施例】啓発ポップ等による食品ロス削減の取り組み 
     
 ◆国の重要政策に係る消費生活相談員レベルアップ事業（国が指定する研修への参加等） 
      【実施例】消費生活相談員等の対応能力向上事業 
 
 
 
 
 
 
 
 

地方消費者行政推進事業 

地方消費者行政強化事業 
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２ 啓発事業 

 
（１）消費者月間関連事業 

ア．消費者月間広報 
期 間 ５月１日（土）～５月３１日（月） 

 場 所 支所・公民館・市民館・図書館など 
  テーマ 「“消費”で築く新しい日常」 
  内 容 消費者月間テーマおよび記念講演会をチラシとポスターで広報 
 
イ．ストリートギャラリー 
  期 間 ５月６日（木）～５月３１日（月） 
  場 所 三井住友・三菱ＵＦＪ銀行各西宮支店の店頭ウインドウ 
  内 容 消費者団体連絡会の構成団体による消費者問題啓発パネルの展示 
 
ウ．消費者月間記念講演会 

日 時 ５月２５日（火）  午後１時３０分～午後３時３０分 
  場 所 西宮市大学交流センター大講義室 

内 容 「プラスチック汚染に立ち向かうために ～脱プラスチック、そして脱炭素社会へ」 

講 師 原田 禎夫（大阪商業大学 公共学部 准教授） 

参加者 ３８名 

   
（２）消費生活展 

  消費者団体連絡会の各団体及び登録団体のパネル展示 
 

（３）市民祭り出展 
  【新型コロナウイルスの感染拡大防止のためオンライン開催 出展せず】 

 
（４）啓発講演会・研修会等 

さまざまなイベントを通じて、消費者を取り巻く諸問題についての啓発や情報提供を図る予定

であったが、新型コロナウイルス感染防止のため、一部開催した。 

ア．消費者問題講演会 

【新型コロナウイルスの感染拡大防止のため開催中止】 

 

イ．夏休み親子消費者教室 

【新型コロナウイルスの感染拡大防止のため開催中止】 

 

ウ．小中学校消費者教育研修会 

【新型コロナウイルスの感染拡大防止のため YouTube による配信研修】 

 
エ．知って得する毎月講座（知って得する消費生活講座） 

毎月違ったテーマで、消費生活に関する市民向け講座を消費生活センターにて開催。 

（２／２８は、学文公民館と山口公民館をサテライト会場として実施） 

開催日 テ ー マ 講 師 等 参加者 

４/１４ キャッシュレス決済の活用法や注意点 兵庫県金融広報委員会 ２４名 

５/１２ 食品ロスの現状と今できること 生活協同組合コープこうべ ９名 

７/１４ 多重債務に陥る原因や注意すべきことを学ぶ 近畿財務局 ５名 

８/１１ 家庭でできる省エネのポイント （一財）省エネルギーセンター １１名 

１０/１３ ネット通販の落とし穴 （公社）全国消費生活相談員協会 １４名 

２/２８ トラブル事例から学ぶネット通販の落とし穴 （公社）全国消費生活相談員協会 １６名 

（新型コロナウイルス感染症拡大防止のため一部開催中止）       【年間参加者総数：７９名】 
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オ．兵庫県立消費生活総合センター主催講座のオンライン配信 

日 時 １１月２０日（土）  午前１０時３０分～１２時００分 
場 所 消費生活センター第１学習室 
内 容 「～悪質商法に負けない！～知らんとアカン！おカネのこわ～い話」 

講 師 いちのせ かつみ 

参加者 ６名 
 

（５）各種情報提供 

ア．インターネットホームページ 

西宮市のホームページに消費生活センターのサイトを開設し、消費者啓発を行った。  

 

イ．くらしのインフォメーション 

西宮コミュニティ協会発行の地域情報誌『宮っ子』に掲載。相談事例、消費生活に関する法 

律の紹介、製品安全情報、生活に役立つ知識、センター事業の広報などを掲載。年６回、約 

187,000 部／回発行。 

５・６月号 
ＰＳＥマークがついていないモバイルバッテ

リー 

宅配便業者を装った「不在通知」の偽ＳＭＳ

に注意しましょう！ 

７・８月号 クーリング・オフってなに？ 契約を中途解約できる場合も 

９・10 月号 
令和２年度消費生活相談の概要がまとまりま

した 
「消費生活センター」ってどんなところ？ 

11・12 月号 身に覚えのない荷物が届いたときの対処方法 家庭でできる「食品ロス対策」 

１・２月号 
くらしのレスキューサービスに関する相談が

増加中 
「お試し」購入のつもりが・・・ 

３・４月号 成年年齢の引き下げ いつの間に！？子どものゲーム課金 

 
ウ．公式ツイッター 

西宮市消費生活センター公式ツイッターより、イベントの告知やレポート、国民生活セン 
ターや消費者庁等のツイートのフォロー、リツイートなど、消費生活に関する情報を発信。 

 
エ．YouTube での動画配信 

西宮市公式 YouTube チャンネルにて消費生活講座を配信し、消費生活に関する情報を発信。 
 

オ．消費生活ガイド 
市政ニュース１０日号に掲載、約 220,000 部／回発行。 
４月 10 日号 会社での新聞記事の回覧、法的問題は！？ 

５月 10 日号 リチウムイオン電池 使用上の注意点 

６月 10 日号 ＳＭＳ不在通知詐欺にご注意！ 

７月 10 日号 新型コロナワクチン詐欺に注意！ 

８月 10 日号 成年年齢引き下げで何が変わる？ 

１０月 10 日号 家庭でできる食品ロス対策 

１１月 25 日号 自宅の売却契約はクーリング・オフできません 

２月 10 日号 アナログ回線に戻す契約のはずがサポート契約になっていた 

３月 10 日号 4 月から成年年齢が引き下げに 
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カ．消費者トラブルＱ＆Ａ 

神戸新聞の「消費者トラブルＱ＆Ａ」のコーナーに相談事例を掲載。 
（県下の消費生活センターで持ち回り） 

 

  キ．生活相談Ｑ＆Ａ 

     毎日新聞の「生活相談Ｑ＆Ａ」のコーナーに相談事例を掲載。 

     （県下の消費生活センターで持ち回り） 

 

ク．ＡＣＡＰコーナー 

平成２６年度より、公益社団法人 消費者関連専門家会議の会員企業等が消費者向けに作成 

した「製品･サービスのＱ＆Ａ」、「生活便利情報」など、くらしに役立つ情報を掲載した冊 

子やパンフレットなどの消費者啓発資料 68種類を、資料情報コーナーに常設配置。 
 

（６）高齢者等の見守り活動 

ア．高齢者向け啓発チラシ配布 

芦屋市と共同で、コープこうべが実施している夕食サポート事業利用者に、月１回消費者啓 
発情報を折り込みチラシとして約 1,000 枚／回配布。 

  

イ．通話録音装置の無償貸与 

電話機につなぐことで、警告メッセージが流れ、通話を自動で録音することができる「通話 

録音装置」を、65歳以上で高齢者のみの世帯などを対象に無償で貸与し、特殊詐欺に対する 

啓発を行った。 
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３  消費者活動の支援 

 
（１） 消費生活センター登録の消費者関係団体 

 
団   体   名 発 足 日 

兵庫県地球温暖化防止活動推進員会 西宮支部 H12. 8 

生活協同組合 コープこうべ 第２地区本部 T10. 4.21 

NPO 法人 Ｃ・キッズ・ネットワーク 西宮支部 H21. 2. 1 

生活クラブ生活協同組合都市生活 西宮支部 S61.12. 1 

西宮市地域婦人団体協議会 S40. 4. 1 

西宮友の会 S23.10.14 

西宮消費者協会 S46. 6. 5 

お米の勉強会 S61.10. 8 

  
 

（２） 消費生活出前講座実施状況 
 
 ・令和３年度消費生活出前講座実施状況 

実施団体 回 数 人 数 

幼稚園 ２ ６３ 

小学校 １１ ５４４ 

義務教育学校 ３   ７７ 

高等学校 １ ７ 

公民館活動推進員会 ３ ８１ 

地域共生推進課 １ １３ 

法人 ２ ９８ 

自治会・その他団体等 ５ １４４ 

合  計 ２８ １,０２７ 
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    ・令和３年度消費生活出前講座実施メニュー 

● 悪 質 商 法 ● 

1 悪質業者に強くなる講座 ～古典的手口から振り込め詐欺まで～ 
2 若者をねらった悪質商法 ～デート商法・マルチ商法・架空請求・不当請求など～ 
3 ｢まけんぞうスゴロク｣ ～楽しみながら悪質業者への対処法を学ぶ～ 
4 無料商法に要注意！ ～気を付けるポイントを知ろう～ 

● く ら し の 知 識 ● 

5 いざという時のために ～成年後見制度と相続～ 
6 ひとり立ちするあなたへ ～クレジットカードの仕組みや賃貸住宅契約など～ 
7 デジタル手続き法とは ～行政手続きがどう変わる？～ 
8 エシカル消費って何？ 
9 ＳＤＧｓを知ろう 

10 相続・終活を考える （お葬式・お墓編）  
11 相続・終活を考える （身辺整理編） 
12 相続・終活を考える （終活・相続アレコレ編） 
13 エンディングノートって何？ 
14 遺品整理ってどうすればいいの？ 
15 介護は突然やってくる ～その時に備えて～ 
16 介護保険と自宅以外の住まいの選択方法を知る 
17 誰にでも訪れる老後を安心して迎え過ごすために 
18 ネットとケータイ・スマホの落とし穴 
19 子どもを守る ～スマートフォン・携帯電話を持たせるときに～ 
20 知っておきたい繊維の知識 ～毎日のお洗濯に役立つ情報～ 
21 モノとの関わり方講座 ～シンプルに生きるモノの選び方と捨て方～ 
22 フリマアプリってなあに？ 
23 お役立ちマネー講座（還付・節税編） 
24 お役立ちマネー講座（相続税編） 
25 家計のスリム化 ～家計点検のポイント～ 
26 こどもの金銭教育 ～どう教える？お金との付き合い方～ 
27 ポイント教えて!家事の合理化を進める整理と収納 
28 色彩を使い分けて生活を効率よく豊かに ～衣食住や知って得する知識など～ 
29 60 歳からの整理と収納 ～安全と安心のために～ 
30 くらしの中のキケンを減らそう ～高齢者の安心安全な生活のために～ 
31 快適に暮らしながら災害へ備える 

● 食 生 活 の 知 識 ● 

32 基礎からわかる食品表示 ～実物のラベルを読み取ろう～ 
33 体に良い食生活 ～１日どれくらい食べればいいの？～ 
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34 
かんたん元気におたすけメニュー 
 ～毎日の食事の準備しんどい日もありますね！簡単でバランスのよいメニューを考えましょう！～ 

35 60 歳を過ぎてからの食生活 ～日々の食卓を豊かに彩る～ 
36 食育のススメ ～家庭でできる食育とは？～ 
37 「どんなおやつ食べてるの？」 ～目で見るおやつの中身～ 

● 健 や か な く ら し ● 

38 正しく知ろう！骨粗しょう症 ～予防と治療 ～  
39 上手な医療機関の利用の仕方について 
40 自分の薬の情報を管理しよう（ジェネリック医薬品編） 
41 自分の薬の情報を管理しよう（中高年のための薬局と薬に関する豆知識編） 

● 環 境 に や さ し い く ら し ● 

42 ごみを減らす工夫 ～買い物からリサイクルまで～ 
43 食品ロスについて考える 
44 重曹とお酢でラク・エコお掃除 
45 「楽しい省エネ生活」～環境にもお財布にも優しい省エネ仲間を増やそう～ 

● 小 中 高 生 対 象 講 座 ● 

Ｅ1 契約ってな～に？ 
Ｅ2 契約トラブルに気をつけよう 
Ｅ3 成年年齢が２０歳から１８歳になったらどうなるの？ 
Ｅ4 知って使おう！カードいろいろ 
Ｅ5 エシカル消費って何？ 
Ｅ6 ＳＤＧｓを知ろう 
Ｅ7 （小学校低学年対象）どんなおやつ食べてるの？ ～砂糖当てクイズとすごろく～ 
Ｅ8 （小学校高学年～高校生対象）どんなおやつ食べてるの？ ～砂糖当てクイズと表示の見方～ 
Ｅ9 コンビニ食ってどんな食？ 
Ｅ10 マネー教育 ～お金について考えてみよう～ 
Ｅ11 プレゼントの値段 ～お金の使い道をプレゼントの値段から考えよう～ 
Ｅ12 賢く使おうネットとスマホ 
Ｅ13 かたづけ方を学ぶ 
Ｅ14 洗濯の仕方を学ぶ 

● 幼 児 対 象 講 座 ● 

Ｋ1 どんなおやつ食べてるの？ ～砂糖当てクイズとすごろく～（３～５歳児対象） 
Ｋ2 ３つのお皿から食べよう！（３～５歳児対象） 
Ｋ3 旬をさがそう！（５歳児対象） 
Ｋ4 食育「もったいない！食べ物は大切に！」（５歳児対象） 
Ｋ5 おつかい上手にできるかな？（３～５歳児対象） 
Ｋ6 お金ってなあに？（３～５歳児対象） 
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Ｋ7 リサイクル紙芝居「ないしょのおつかい」（５歳児対象） 
Ｋ8 環境マークパズル（５歳児対象） 
Ｋ9 環境教育「Ｌｅｔ‘ｓトライ省エネすごろく ｆｏｒ ｋｉｄｓ」（５歳児対象） 
Ｋ10 かたづけ方をおぼえよう！（４～５歳児対象） 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

審 議 会 



 

- 31 -  

１ 西宮市消費生活審議会設置の根拠 
 
（１）西宮市附属機関条例 抜粋参照 
（２）委員定数規則    抜粋参照 

 
２ 最近の答申・提言 

 
第１４期（H08.7～H10.6） ｢消費者啓発のありかた」について提言 
第１５期（H10.7～H12.6） ｢新消費者センターの役割と機能」について提言  
第１６期（H12.7～H14.6） 「新しい拠点施設を中心とした消費者行政の再構築について」提言 

 「青少年の消費者教育」について答申 
第１７期（H14.7～H16.6） 「消費者活動と行政」について答申 

  「消費生活に関する条例化」について提言 
第１８期（H16.7～H18.6） 「西宮市消費生活条例の制定」について提言 
第１９期（H18.7～H20.6） 「西宮市の消費者行政の推進」について提言 
第２０期（H20.7～H22.6） 「西宮市消費者行政の一層の充実に向けて」について提言 
第２１期（H22.7～H24.6） 「西宮市の消費者行政の検証と提言」について報告 

   第２２期（H24.7～H26.6） 「西宮市の消費者行政の検証と提言」について報告 
   第２３期（H26.7～H28.6） 「西宮市消費者教育推進計画」を策定 
   第２４期（H28.7～H30.6） 第２４期西宮市消費生活審議会について報告 

第２６期（R2.7～R4.6）   「第２次西宮市消費者教育推進計画」を策定 
 
３ 第２６期西宮市消費生活審議会 開催記録 
 

任期  令和２年７月から令和４年６月まで 

令和 3 年 
(2021 年) 

5 月 7 日 正副会長会 第 4 回審議会の議題等について 

5 月 31 日 第 4 回審議会 西宮市の消費者行政の取組状況について 
次期「西宮市消費者教育推進計画」の策定について 

8 月 23 日 正副会長会 第 5 回審議会の議題等について 

9 月 10 日 第 5 回審議会 

正副会長の選出 
西宮市の消費者行政の取組状況について 
「第２次西宮市消費者教育推進計画【素案】」のパブリックコメント

実施結果について 
 

４ 審議会委員の構成 
 
 ２６期審議会委員の構成は次のとおり 

委員選出区分 定 数 
学識経験者 6 人以内 
消費者 一般市民（公募） 2 人以内 
消費者団体 2 人以内 
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○西宮市附属機関条例(抜粋) 
(平成 25 年 7 月 10 日) 

(西宮市条例第 3 号) 
沿 革  最終改正 令和３年３月２６日 条例４６号・５２号 
(設置) 

第1条 別に条例に定めるもののほか､別表根拠規定の欄に掲げる規定に基づき､執行機関又は地方公 
営企業の管理者（以下「執行機関等」という。）の附属機関として、同表附属機関の欄に掲げる附属 
機関を設置する｡ 

(委員) 
第2条 附属機関の委員の定数は､別表委員総数の上限の欄に掲げる数以内とする｡ 
2 委員は､別表構成の欄に掲げる者のうちから当該附属機関の属する執行機関等が委嘱し､又は任命す 

る｡ 
3 委員の任期は､2 年とする｡ 
4 委員は､2 回を限度として再任することができる｡ただし､当該附属機関の属する執行機関等において 

やむを得ないと認める場合に限り､4 回を限度として再任することができる｡ 
5 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は､前任者の残任期間とする｡ 
(附属機関の運営) 

第3条 附属機関に会長及び副会長を置き､会長及び副会長は､当該附属機関において､委員の互選によ 
り定める｡ 

2 会長は､当該附属機関を代表し､会務を総理する｡ 
3 副会長は､会長を補佐し､会長に事故あるとき､又は会長が欠けたときは､その職務を代理する｡ 
4 附属機関の会議は､会長が招集し､その会議の議長となる｡ただし､会長及び副会長を互選する会議は､ 

当該附属機関の属する執行機関等が招集する｡ 
5 附属機関は､委員の半数以上の出席がなければ､会議を開くことができない｡ 
6 附属機関の会議の議事は､出席した委員の過半数で決し､可否同数のときは､議長の決するところによ 

る｡ 
 
別表(第 1 条関係､第 2 条関係) 
附属機関の属

する執行機関 根拠規定 附属機関 担任事務 委員総数

の上限 構成 

市長 

地方自治法(昭和

22 年法律第 67
号)第 138 条の 4
第 3 項 

西宮市 
消費生活 
審議会 

市民の消費生活に

関して必要な事項

の調査及び審議 
10 人 

学識経験者 
消費者 
消費者団体 

 
 
〇市長の附属機関の委員の構成別の定数等に関する規則(抜粋) 

(平成 12 年 5 月 10 日) 
(西宮市規則第 2 号) 

沿 革  最終改正 令和３年７月２９日 規則２１号 
  別表に掲げる市長が設置する附属機関の委員の構成別の定数は､それぞれ同表に掲げるとおりとす 
る｡ 

 
別表 
付属機関の名称 委員総数上限 構成および構成別の定数 
 
西宮市消費生活審議会 

 
10 人 

学識経験者     6 人以内 
消費者        2 人以内 
消費者団体     2 人以内 

 



 

- 33 -  

○西宮市消費生活審議会運営要領 
 
(趣旨) 

第1条 この要領は､西宮市附属機関条例第 50 条の規定に基づき､西宮市消費生活審議会(以下｢審議会｣ 
という｡)の運営に関し必要な事項を定める｡ 

(審議会の招集) 
第 2 条  審議会の招集は､日時､場所を指定し､開催予定日の 1か月前までに通知するものとする｡ただし、 

緊急を要する場合は､この限りではない｡ 
2 出席できない審議会委員(以下｢委員｣という｡)は､事前に届け出をしなければならない｡ 
(会議の公開) 

第 3 条  会議は公開とする｡ただし､決議により非公開とすることができる｡ 
2 非公開とする場合は､次の(1)又は(2)のいずれかに該当する場合とする｡ 
(1) 西宮市情報公開条例(昭和 61 年西宮市条例第 22 号)第 6 条各号に該当すると認められる事項を調 

査･審議するとき｡ 
(2) 公開することにより会議の円滑かつ公正な運営に著しい支障が生じると認められるとき｡ 

3 公開､非公開の決定は､会長が会議に諮って決定する｡ 
(会議の傍聴) 

第 4 条  会議の傍聴を希望する者は､受付簿に氏名､住所を記入しなければならない｡ 
2 傍聴希望者が多数あり､審議に支障のない範囲で傍聴席を確保したにもかかわらず､傍聴人の人数を

制限する必要がある場合は､議長が人数を制限する方法等について会議に諮って決定する｡ 
3 議長は､次の各号のいずれかに該当すると認める場合､傍聴者に対し退場を命ずることができる｡ 
(1) 会議の秩序を乱し､又は妨げとなるような行為をするとき｡ 
(2) 許可なく､写真又はビデオ等による撮影､録音をするとき｡ 
(3) 会議の過程で審議会が非公開とされたとき｡ 
(4) (1)から(3)に掲げるもののほか､会議の円滑な進行を妨げ､議長が指示する事項に従わないとき｡ 
(委員の発言等) 

第 5 条   会議において､発言しようとする委員は議長の指名を得て後､発言することができる｡ 
2 開会､閉会､散会､延会及び中止並びに休憩は､開会の場合を除き､会議に諮り議長が宣言する｡ 
(会議録) 

第 6 条   会議録は､次に掲げるものを記載するものとする｡ 
(1) 開催日時及び場所 
(2) 委員の出欠状況･氏名及び出席した関係職員の職名･氏名 
(3) 会議の内容(会議に付された事項及び発言の内容) 
(4) 会議の傍聴に関する事項 
(5) その他会議において必要と認めた事項 

2 会議録には､議長及び委員 2 名が署名しなければならない｡ 
3 前項の署名すべき委員は､議長が会議の初めに諮って指名する｡ 
(庶務) 

第 7 条  審議会の庶務は､西宮市消費生活センターが行う｡ 
 
付則 
この要領は､平成 12 年 11 月 2 日から施行する｡ 

付則 
 この要領は､平成 13 年 10 月 25 日から施行する｡ 
付則 
 この要領は､平成 14 年 4 月 25 日から施行する｡ 
付則 
 この要領は､平成 15 年 2 月 13 日から施行する｡ 
付則 
この要領は､平成 27 年 2 月 12 日から施行する｡ 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

計 量 
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１ 計量行政の沿革 

本市の計量行政は、旧町制時代の大正８年７月に実施され、度量衡取締選任吏員を置き、計量器の検

査取締り並びに計量指導にあたり、年々設備、体制を拡充させながら、現在に至る。 

 

大正 ８年 ７月     度量衡取締選任吏員の配置 

昭和 26 年 ６月 ７日  計量法が公布される 

昭和 28 年 ４月 20 日   政令第 28 号により特定市の指定を受ける 

昭和 30 年 ６月    計量検査所を新築すると共に、検査方法を機動化する等設備の拡充が行われる 

昭和 39 年 ４月    商工農林課に計量係を設ける 

昭和 44 年 ４月    商工農林課計量係が生活課計量係となる 

昭和 47 年 ３月    新庁舎建設に伴い計量検査室を庁舎内に移転 

昭和 48 年 ４月    生活課から独立し、社会経済部計量検査所となる 

昭和 54 年 ４月    消費者センター計量検査係となる 

平成 ３年 11 月    計量適正化業務(代検査)委託を始める 

平成 ５年 11 月     新計量法施行される 

平成 ６年 ４月    消費生活課計量検査係となる 

平成 11 年 ３月    質量標準管理マニュアル承認 

平成 11 年 ４月    指定定期検査機関による定期検査の実施 

平成 12 年 ３月    西宮市手数料条例(計量関係を含む)全部改正 

平成 13 年 ４月    消費生活センター計量検査係となり事務所移転 

平成 16 年 ３月        計量検査室が本庁舎より移転 

平成 17 年 ４月    グループ制導入により消費生活センター(G)計量チームとなる 

平成 19 年 ４月    機構改革により市民総括室より経済部となる 

平成 24 年 ４月    機構改革により産業文化局産業文化総括室となる 

平成 26 年 ４月    機構改革により産業環境局産業部となる 

平成 27 年 ４月    機構改革により産業環境局産業環境総括室となる 

平成 28 年 ４月    機構改革により産業文化局産業部となる 

平成 30 年 ４月    機構改革により産業文化局産業文化総括室となる 
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２ 業務の概要 

（１）業務概要 

（２）定期検査 

計量法第 19 条の定めにより、取引又は証明に使用している質量計の定期検査を実施。 

本市においてはＪＲ東海道本線を境に南北に分け、令和３年度はＪＲ以北を実施した。 

令和４年度にはＪＲ以南を実施予定｡ 

ア．実施方法 

① 事前調査 

検査受検対象者の把握は本市が行い、前回の検査台帳を元に対象地域を巡回し、脱検防止に 

努めている。 

 

② 検査方法 

(一社)兵庫県計量協会を指定定期検査機関に指定し、全ての地域を委託している。 

同協会所属の計量士が検査員となり、個別巡回して行う所在場所検査を採用。 

 

イ．公示・通知方法 

市の告示板に公示すると共に、協会が受検者各戸に対して通知書を発送する。 

  

ウ．検査成績 

年度 地域 
実 施 

戸 数 

内  訳 
検査器数 

内  訳 不合格

器数 

不合

格 率 検査機関 代検査 検査機関 代検査 

R3 北部 372 戸 352 戸 20 戸 884 器 715 器 169 器 7 器 0.8％ 

R2 南部 399 戸 375 戸 24 戸 1,466 器 1,246 器 220 器 30 器 2.0％ 

R1 北部 347 戸 333 戸 14 戸 754 器 646 器 108 器 8 器 1.1％ 

30 南部 406 戸 383 戸 23 戸 1,446 器 1,224 器 222 器 21 器 1.5％ 

 

 

 

 

 

 

 

取 
 
 

 

締 

 

定期検査 

 (法第 19 条) 

事前調査 

指定定期検査機関による実施(法第 20 条) 

分銅調整 

 

立入検査 

 (法第 148 条) 

特定計量器（燃料油メーター、都市ガスメーター、水道他） 

商品量目（法第 12条、13 条） 

特定計量器販売事業者（質量計） 

適正計量管理事業所（普及・指導） 

計量士(代検査及び普及・指導) 

啓 

発 

計量思想普及活動 

 (法第 1条) 

計量記念日事業(11 月１日) 

計量強調月間（11月） 
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エ．種類別成績 (指定検査機関実施分) 

種       類 検査器数 合格器数 不合格器数 不合格率(%) 

電 

 

気 

 

式 

電 気 式 抵 抗 線 式 は か り  368 362 6 1.6 

誘 電 式 は か り  73 73 0 0.0 

電 磁 式 は か り  75 75 0 0.0 

光 電 式 は か り  0 0 0 － 

そ の 他 の 電 気 式 は か り  － － － － 

機 

 

 

械 

 

 

式 

手 動 天 び ん 0 0 0 － 

棒 は か り 0 0 0 － 

等 比 皿 手 動 は か り 0 0 0 － 

不 等 比 皿 手 動 は か り  0 0 0 － 

台 手 動 は か り  5 5 0 0.0 

そ の 他 の 手 動 は か り  0 0 0 － 

ば ね 式 は か り  174 173 1 0.6 

手 動 指 示 併 用 は か り  12 12 0 0.0 

直 線 指 示 は か り 8 8 0 0.0 

は か り 小 計 715 708 7 

 
1.0 

分         銅  40 

 

40 

 
0 0.0 

定 量 お も り － － － － 

定 量 増 し お も り 31 31 

 
0 0.0 

皮 革 面 積 計 0 0 0 － 

総  合  計 786 779 7 0.9 

                                 

オ．定期検査に代わる計量士による検査実績(法第 25 条) 

№ 事 業 所 名 店   名   等 戸数 器数 

１ ㈱ライフコーポレーション ライフ西宮北口店 1 29 

２ ㈱いかりスーパーマーケット 
門戸店、夙川店、甲陽園店、アイス

クリーム工場 
4 30 

３ 日本液炭㈱ 関西支社 1 1 

４ 阪急阪神ビルマネジメント㈱  1 5 

５ ㈱万代 
西宮門戸店、西宮山口店、西宮熊野

店、仁川店 
4 57 

６ ㈱光洋 
MaxValu Ex 西宮北口店、ＫＯＨＹＯ

甲東園店 
2 8 

７ 宝塚砕石㈱  1 2 

８ ㈱森組 生瀬砕石所 1 1 

９ エフピコ愛パック㈱ 西宮選別センター 1 4 

10 ㈱神明きっちん  1 4 

11 ヤマト運輸㈱ ＭＭＣ兵庫センター 1 6 

12 西日本高速道路㈱ 関西支社神戸高速道路事務所 1 1 

 13 イオンリテールストア㈱ イオン西宮店 1 21 

 
合        計 20 169 
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（３）立入検査 

ア．特定計量器 

①燃料油メーター 

項目 

年度 
検査戸数 検査器数 

不合格器数 

(理由) 
不合格率 

令和３年度 0 戸 0 器 0 器     － 

令和２年度 0 戸 0 器 0 器     － 

 

②都市ガスメーター 

項目 

年度 
検査戸数 

検査器数 

（台帳検査） 

不合格器数 

(理由) 
不合格率 

令和３年度 １戸 403 器 0 器 0.0％ 

令和２年度 １戸 566 器 0 器 0.0％ 

 

イ．事業所 

   ① 適正計量管理事業所 

項目 

年度 
検査戸数 事業所名 

令和３年度 ０戸  
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ウ．商品量目検査 

   ① 検査成績（中元・年末年始時期） 

項目 

 

年度 

検査戸数 検査個数 

内 訳（個数） 

正 量 
ガイドライン

に定める過量 
量目不足 

令和３年度 ７戸 ３０３個 303 0 0 

 

② 商品分類別検査成績 

          項 目 

商品分類 
検査個数 

正 量 
ガイドライン 

に定める過量 
量目不足 

個数 率(％) 個数 率(％) 個数 率(％) 

特 

 

 

定 

 

 

 

商 

 

 

 

品 

肉

類 

食 肉 10 10 100.0 0 0.0 0 0.0 

食 肉 の 加 工 品 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

魚

類 

魚 介 類 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

魚 の 加 工 品  69 69 100.0 0 0.0 0 0.0 

野

菜 

野 菜 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

野 菜 の 加 工 品 0 0 

 
－ 0 0.0 0 0.0 

農 産 物 の 漬 物 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

果

実 

果 実 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

果 実 の 加 工 品 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

調

理

食

品 

調 理 食 品 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

つ く だ に 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

そ の 他 調 理 食 品 3 3 100.0 0 － 0 － 

茶 類 1 1 100.0 0 0.0 0 0.0 

菓 子 類 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

精 米 及 び 精 麦 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

穀 類 (豆 類 及 び 粉 類 ) 0 0 － 0 0.0 0 0.0 

穀 類 の 加 工 品 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

め ん 類 5 5 100.0 0 0.0 0 0.0 

調 味 料 類  35 35 100.0 0 0.0 0 0.0 

そ

の

他 

食 品 150 150 100.0 0 0.0 0 0.0 

非 食 品 0 0 － 0 － 0 － 

非 特 定 商 品  0 0 － 0 － 0 － 

合       計 303 303 100.0 0 0.0 0 0.0 

 

③ 量目不足商品に対する処置 

      販売店に量目不足商品の回収・再計量を行わせた上で、原因を追究し正確計量を指導した。 
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３ 計量思想の普及活動 

計量記念日・強調月間事業 

計量記念日（11 月 1 日）・計量強調月間（11 月）の事業を実施した。 

計量記念日ポスターの配付 

市内小中学校を対象に計量記念日ポスターを配付し、計量思想を普及・啓発した。 

・小学校    市立 ４０校、私立 ２校 

   ・中学校    市立 １９校、私立 ７校 

・義務教育学校 市立  １校            計 ６９ヶ所 

 

４ 基準器及び検査設備 

（１）基準器 

種  類 能  力 数 量 有 効 期 限 

１ 級 基 準 分 銅  10kg ～   1mg (１組) ２９ Ｒ ６．６．７ 

〃 10kg ～   1mg (１組) ３０ Ｒ ８. ６. ２５ 

〃 100g ～  10mg (１組)  １１ Ｒ ８. ６. ２５ 

液体メーター用基準タンク 全量 19Ｌ １ Ｒ ８．６．２５ 

〃 全量 10Ｌ（ゲージグラス付） １ Ｒ ６．６．２１ 

 

（２）経済産業大臣が別に定める非自動はかり(質量比較器) 

※ 質量標準管理マニュアル承認済 

       １１計研第 1６９号（平成１１年３月２４日） 

 

   質量標準管理マニュアル記載事項変更承認（検査室の移転に伴う） 

      第 75000-A-2004517-001 号（平成１６年５月１７日） 

種  類 能  力 数 量 購 入 年 月 

電 磁 式 は か り 30kg ～ 100mg １ Ｓ５９．８ 

〃 6,200g  ～  10mg １ Ｈ  ８．４ 

〃 200g  ～ 0.1mg １ Ｓ６３．２ 
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（３）検査機器 

種 類 能 力 数量 種 類 能 力 数量 

電 子 天 び ん  5kg ～ 100mg １ 携 帯 用 組 分 銅  2kg ～ 100mg ６ 

〃 1.2kg ～ 100mg １ ステンレス製分銅 枕型 10kg １０４ 

〃 0.5kg ～ 100mg １ 〃 枕型  5kg ４ 

手 動 天 び ん 100g  ～   1mg １ 鋳 鉄 製 分 銅 枕型 20kg ２０８ 

台 手 動 は か り  150kg ～ 100g １ 〃 枕型 10kg ３１ 

〃 100kg ～  50g ５ 〃 枕型  5kg １２ 

卓上台手動はかり 20kg ～  10g ２ 〃 枕型  2kg ２ 

皿 手 動 は か り   5kg ～   2g ２ 〃 鎖付 20kg ８ 

〃   1kg ～ 500mg １ 〃 鎖付 10kg ２０ 

〃 1.6kg ～ 100mg １ 〃 鎖付 7.5kg ２ 

〃 1.61kg ～ 100mg ２ バスケット（鉄製） 60kg (500kg 用) ９ 

指示併用はかり  100g  ～ 100mg １ 〃  (ｽﾃﾝﾚｽ製) 20kg (100kg 用) １３ 

ばね式指示はかり  8kg ～  20g ４ もんめ用組分銅  － ２ 

〃  2kg ～   5g １０ ポンド用組分銅  － １ 

重 錘 型 圧 力 計  100kgf/c ㎡ １ 電 気 恒 温 槽 － １ 

〃 35kgf/c ㎡ １ 体 温 計 振 下 器  電気式 １ 

密 度 浮 ひ ょ う  0.690 ～ 0.830 １ 直 角 検 定 器 － １ 

〃 0.790 ～ 0.930 １ 秤 架 三脚式 １ 

標 準 温 度 計 － ７ 防 振 台  ２ 

ま す 用 検 査 尺  － １ 定 盤 検査室内 １ 

基 準 直 尺 1m  目量 1mm １ ホイストクレーン 0.5t １ 

金 属 製 巻 尺 5m  目量 5mm １ 検 査 車 軽四輪 １ 

 

（４）計量検査室概要 

    ◇構造・場所 鉄骨造・津門住江町 15 

    ◇面積        ５５．１㎡ （検査室 36.6 ㎡、基準器室 18.5 ㎡） 

    ◇検査室      ・天井高  4.80m   ホイストクレーン（0.5t）、埋込定盤 

    ◇基準器室  ・天井高  2.15m 

・床の仕様 土間コンクリート＋防塵塗装 

           ・空調設備 パッケージ型エアコン、防振台上にコンパレーター設置 

                    ・窓 なし、クリーンルーム なし、恒温室設備 なし、出入口 シャッター 
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５ 計量関係事業者 

（１）適正計量管理事業所  (令和４年３月３１日現在) 

兵庫県知事指定事業所 

№ 事 業 所 名 〒 事 業 所 の 所 在 地 事業所数 

１ 日本郵便㈱ 西宮ﾏﾘﾅﾊﾟｰｸ郵便局 ほか 662-0934 西宮市西宮浜４丁目 14-2-101 ほか ５１ 

２ 
日本通運㈱ 神戸支店 

阪神事業所 倉庫課 泉町倉庫 ほか 
662-0932 西宮市泉町 1-3 ほか ２ 

３ 生活協同組合ｺｰﾌﾟこうべ ｺｰﾌﾟ夙川 ほか 662-0035 西宮市若松町 4-1 ほか ２０ 

４ 伊藤ハム㈱ 西宮工場 663-8586 西宮市高畑町 4－27 １ 

５ 兵庫県石油協同組合（西宮市内 28 事業所） 662-0947 西宮市宮前町 1-1 ほか ２８ 

６ 阪急電鉄㈱ 西宮車庫ﾍﾙｽｹｱｾﾝﾀｰ西宮 663-8034 西宮市長田町 1-7 １ 

７ 
ＪＦＥスチール㈱ 東日本製鉄所 

ステンレス部 西宮ステンレス工場 
662-0925 西宮市朝凪町 1－50 １ 

８ ㈱関西スーパーマーケット 広田店 ほか 662-0863 西宮市室川町 6-10 ほか ５ 

９ ㈱協同食品センター 663-8142 西宮市鳴尾浜 3丁目 17 １ 

10 フジッコ㈱ 鳴尾工場 663-8142 西宮市鳴尾浜 1丁目 22－5 １ 

11 阪神友愛食品㈱ 663-8142 西宮市鳴尾浜 3丁目 10－1 １ 

12 
㈱阪急阪神百貨店 

 阪神百貨店 阪神・にしのみや 
662-0973 西宮市田中町 1-26 １ 

13 ㈱なの花西日本 なの花薬局 西宮室川店 662-0863 西宮市室川町 10-28 １ 

14 ㈱阪急オアシス 名塩店 ほか 669-1134 西宮市名塩新町 8 ２ 

15 ㈱阪急阪神百貨店 阪急百貨店 西宮阪急 663-8204 西宮市高松町 14-1 １ 

16 イズミヤ㈱ 西宮ガーデンズ店 663-8204 西宮市高松町 14-3 １ 

合       計 １１８ 

 

（２）特定計量器販売事業者数 

 

 

 

（３）特定計量器届出製造事業者 

事 業 者 名 所 在 地 電 話 事 業 区 分 

JFE アドバンテック㈱ 高畑町 3－48 65-1503 質量計第 1.2 類  分銅ほか 

㈱阪神計器製作所 中島町 9－10 67-5347 水道メーター第 1.2 類 

澁谷工業㈱ 久保町 10－6 33-4131 自動捕捉式はかり 

 

（４）特定計量器届出修理事業者 

事 業 者 名 所 在 地 電 話 事 業 区 分 

阪神タクシー㈱ 鳴尾浜 1 丁目 1-12 46-6025 タクシーメーター 

㈱阪急阪神エムテック 深津町 7-5 65-2090 タクシーメーター 

カグラエンジニアリング㈱ 山口町名来 1235 078-903-2508 圧力計第２類 

 

営 業 所 数 

４１店 
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（５）計量証明・環境証明事業者 

事 業 者 名 所 在 地 電 話 証 明 事 業 区 分 

南商店（南 基成） 上甲子園 2丁目 3－6 41-0848 質量 156 

㈱リヴァックス(旧大栄サービス) 鳴尾浜 2 丁目 1－16 47-7626 質量 214 

大栄環境㈱ 鳴尾浜 2 丁目 17－1 41-2121 質量 245 

㈱山一商会 津門大塚町 10－3 33-5915 質量 290 

㈱西宮環境リサイクルセンター 西宮浜 1 丁目 13 番地 22-1555 質量 314 

㈲兵庫陸運 西宮浜 3 丁目 27 番地 35-7222 質量 334 

兵庫県東部砂利石材商業協同組合 西宮浜 2 丁目 42 番地 26-3847 質量 384 

共栄紙業㈱ 西宮浜 2 丁目 28 番地 38-0302 質量 400 

横山商事㈱ 鳴尾浜 2 丁目 1-29 31-5760 質量 427 

スミカワ研究所㈲ 産所町 2-6 35-9549 濃度  94 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 
条例 規則 
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○西宮市消費生活条例 
（平成 19年 3月 27 日） 
（西宮市条例第 39号） 

  
（目的） 

第１条 この条例は、消費者と事業者との間の情報の質及び量並びに交渉力等の格差にかんがみ、
消費者の利益の擁護及び増進に関し、消費者の権利の尊重及びその自立の支援その他の基本理
念を定め、市及び事業者の責務、消費者の果たすべき役割等を明らかにし、もって市民の安全
で安心な消費生活を確保することを目的とする。 
（基本理念） 

第２条 消費者の利益の擁護及び増進に関する総合的な施策（以下「消費者施策」という。）の推
進は、次に掲げる消費者の権利を尊重して行わなければならない。この場合において、高齢、
知的障害、精神障害その他の原因により判断能力が低下している消費者の権利については、特
に配慮されなければならない。 
（1）市民の消費生活における基本的な需要が満たされること。 
（2）市民の健全な生活環境が確保されること。 
（3）消費者の安全が確保されること。 
（4）商品及び役務（消費者金融、クレジットその他の金融サービスを含む。以下同じ。）につ
いて消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確保されること。 

（5）商品及び役務について適正な取引条件が確保されること。 
（6）消費者に対し、自主的かつ合理的な判断をするために必要な情報が提供されること。 
（7）消費者に対し、自立をするために必要な教育の機会が提供されること。 
（8）消費者の意見が消費者施策に反映されること。 
（9）消費者被害の予防に努めるとともに同被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済される 

こと。 
（10）消費生活において消費者の個人情報が保護され、その権利利益が侵害されないこと。 
２ 消費者施策の推進は、環境の保全に配慮して行わなければならない。 
（市の責務） 

第３条 市は、前条の基本理念にのっとり、消費者の権利の擁護及び自立の支援を図れるよう消
費者施策を策定し、これを実施するものとする。 

２ 前項の責務を果たすため、市長は、西宮市消費生活センターの機能の充実等実効性のある活
動の推進に必要な措置を講ずるものとする。 
（事業者の責務） 

第４条 事業者は、第 2 条の基本理念にかんがみ、その供給する商品及び役務について、次に掲
げる事項に努めなければならない。 
(1) 消費者の安全及び消費者との取引における公正を確保すること。 
(2) 消費者に対し、必要な情報を明確かつ平易に提供すること。 
(3) 消費者との取引に際しては、消費者の知識等を勘案し、消費者の理解と自主的かつ合理的

な判断が得られるように配慮すること。 
(4) 高齢、知的障害、精神障害その他の原因で判断能力が低下している消費者との取引に際し、

これらの消費者の権利擁護に留意すること。 
(5) 消費者苦情（事業者が消費者に供給する商品及び役務に関して消費者と事業者との間に生

じた苦情をいう。以下同じ。）を適切かつ迅速に処理するために必要な体制の整備等に努め、
当該消費者苦情を適切に処理すること。 

(6）供給する商品及び役務に関し、環境の保全に配慮すること。 
（7）事業活動に関して知り得た消費者の個人情報を適正に取り扱うこと。 
（8）事業活動に関し、自ら遵守すべき基準を作成すること等により消費者の信頼を確保するこ

と。 
（9）市が実施する消費者施策に協力すること。 
（事業者団体の責務） 

第５条 事業者団体は、事業者の責務が適切かつ確実に果たされるよう事業者の遵守すべき基準
の作成を支援し、消費者の信頼を確保するための自主的な活動を行うとともに、消費者苦情及
び消費者と事業者との紛争の公正かつ迅速な解決の仕組みを整備するように努めなければなら
ない。 
（消費者の役割） 

第６条 消費者は、自らの権利を自覚し、自ら進んで消費生活に関して必要な知識の修得及び情
報の収集を行う等、自主的かつ合理的に行動するよう努めなければならない。 

２ 消費者は、消費生活に関し、環境の保全に努めるとともに、知的財産権等の適正な保護に配
慮しなければならない。 
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（消費者団体の役割） 
第７条 消費者団体は、消費生活に関する情報の収集及び提供並びに意見の表明、消費者に対す

る啓発及び教育、消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費生活の安定及び向上
を図るための健全かつ自主的な活動に努めなければならない。 
（消費者への情報提供の充実） 

第８条 市長は、学校、地域、家庭、職域その他の様々な場を通じて、消費生活の安定及び向上
に資するための情報提供、啓発活動及び教育の充実に努めるものとする。この場合において、
情報の提供等に当たっては、電子商取引等の新しい商取引形態の出現によって被害を受けやす
い社会各層に対する専門的な配慮に努めなければならない。 
（消費者団体の自主的な活動の促進） 

第９条 市長は、消費者団体の健全かつ自主的な活動を促進するため、必要な施策を講ずるもの
とする。 
（事業者への指導、勧告等） 

第 10 条 市長は、市民の消費生活の安全、安定及び向上を図るため、必要があると認めるときは、
事業者に対して第 4条各号に掲げる事項に関し、助言、指導又は勧告を行うことができる。 
（苦情処理及び紛争解決の促進） 

第 11 条 市長は、消費者から事業者の事業活動により消費者被害を受けた旨の申出があったとき
は、当該被害からの速やかな救済のために必要な助言や仲介によるあっせんその他の措置を講
ずるものとする。 

２ 市長は、前項の措置を講ずるために必要があると認めるときは、当該被害に係る事業者その
他の関係人に対し、資料の提出、報告又は説明の要求その他必要な調査を行うことができる。 

３ 市長は、苦情処理及び紛争解決のため必要と認めるときは、専門的知見を有する者に公正で
迅速な助言を求めるものとする。 
（市、事業者、消費者等の連携の強化） 

第 12 条 市長は、事業者、事業者団体、消費者及び消費者団体と参画と協働の理念を踏まえ、連
携を図りながら施策の推進に努めるものとする。 
（国又は他の地方公共団体等との相互協力等） 

第 13 条 市長は、消費者施策を実施するに当たり、必要に応じ、国、他の地方公共団体又は関係
団体に対し、協力を求め、又は適切な措置を講ずるよう要請するものとする。 

２ 市長は、国、他の地方公共団体又は関係団体が実施する消費者施策その他の事業の推進につ
いて協力を求められた場合に、必要があると認めるときには、これに応ずるものとする。 

 
付 則 

 この条例は、公布の日から起算して４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行す
る。［平成 19 年規則第 2号により、平成 19年 7月 1 日から施行］ 
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○西宮市消費生活センター条例 

（平成12年12月27日） 
（西宮市条例第21号） 

  
（設置） 

第１条 消費生活に関する相談、各種情報及び活動の場の提供等を行い、もって市民の安全な消費生活の
確保及び増進を図るため、西宮市消費生活センター（以下「センター」という。）を設置する。 
（位置） 

第２条 センターの位置は、西宮市北口町１番１号とする。 
（開館時間等） 

第３条 センターの開館時間及び休館日は、規則で定める。 
２ 第６条第１号に掲げる事業（相談に関するものに限る。）及び同条第２号に掲げる事業を行なう日及び

時間は、規則で定める。 
（職員） 

第４条 センターに所長、消費生活相談員その他職員を置く。 
（情報の安全管理） 

第５条 センターは、次条第１号から第３号までに掲げる事業の実施により得られた情報の漏えい、滅失
又は毀損の防止その他の当該情報の適切な管理のために必要な措置を講じるものとする。 
（事業） 

第６条 センターは、次に掲げる事業を行う。 
(1) 消費生活に関する相談及び被害を受けた消費者の支援 
(2)  消費生活に関する消費者からの苦情の処理のためのあっせん 
(3) 消費生活に関する情報の収集及び提供 
(4) 消費生活に関する資料等の展示 
(5) 消費生活に関する啓発及び教育の推進 
(6) 消費生活に関する活動の支援及び消費者団体の育成 
(7) 適正な計量の実施の確保及びその啓発 
(8) センターの施設及び設備（以下「施設等」という。）の提供 
(9) その他市長が必要と認める事業 
（使用の許可） 

第７条 センターの施設を使用しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。許可
を受けた事項を変更しようとするときも、同様とする。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、センターの使用を許可しない。 
(1) 公の秩序を乱し、又は善良の風俗を害するおそれがあるとき。 
(2) 施設等を破損し、又は滅失するおそれがあるとき。 
(3) 営利を目的とするとき。 
(4) 管理運営上支障があるとき。 
(5) その他市長が使用を不適当と認めるとき。 

３ 市長は、使用を許可する場合において、管理上必要な条件を付すことができる。 
（使用料の納付） 

第８条 センターの使用の許可を受けた者（以下「使用者」という。）は、別表に定める使用料を前納し
なければならない。ただし、市長が特に必要と認めるときは、後納させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特別の理由があると認めるときは、使用料を減免することができる。 
（使用料の不還付等） 

第９条 既に納付された使用料は、還付しない。ただし、災害が発生したときその他市長が特別の理由が
あると認めるときは、その全額又は一部を還付することができる。 
（使用権の譲渡等の禁止） 

第10条 使用者は、センターの使用の権利を他に譲渡し、又は転貸してはならない。 
（使用の制限） 

第 11 条 市長は、使用者又は入館者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、入館を拒み、使
用を停止し、又は退館を命ずることができる。 
(1) 使用目的に違反したとき。 
(2) この条例に違反したとき。 
(3) 使用の許可の条件に違反したとき。 
(4) 第７条第２項各号のいずれかに該当するとき。 
（使用者の義務） 

第 12 条 使用者は、その責に帰すべき理由により施設等を汚損し、破損し、又は滅失したときは、速や
かにこれを原状に回復し、又はその損害を賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事由
があると認めるときは、賠償の額を減免することができる。 
（委任） 
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第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
付 則 

 この条例は、公布の日から起算して５月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。［平成
13年規則第51号により、平成13年４月23日から施行］ 
 

付 則 
 この条例は、平成28年４月1日から施行する。 
 
別表（第８条関係） 

使用料の額 

区分 午前９時から正午まで 午後１時から午後５時まで 

第１学習室 1,700円 2,300円 

第２学習室  1,000円 1,400円 

実習室 1,100円 1,500円 

備考 使用者が市民ではない場合は、この表に規定する額の５割に相当する額を加算する。 
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○西宮市消費生活センター条例施行規則 

（平成13年3月28日） 
（西宮市規則第56号） 

  
（趣旨） 

第１条 この規則は、西宮市消費生活センター条例（平成12年西宮市条例第21号。以下「条例」という。）
の施行について必要な事項を定める。 
（開館時間等） 

第２条 西宮市消費生活センター（以下「センター」という。）の開館時間は、午前８時45分から午後５
時30分までとする。 

２ センターの休館日は、次のとおりとする。 
 （１） 日曜日 
 （２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
 （３） １２月２９日から翌年１月３日まで（前２号に掲げる日を除く。） 
３ 条例第３条第２項に規定する日は、前項各号に掲げる日以外の日とし、同条第２項に規定する時間は、
午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時４５分までとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、第１項に規定する開館時間、第
２項に規定する休館日又は前項に規定する日若しくは時間を変更することができる。 
（登録団体） 

第３条 市長は、条例第６条の事業を円滑に進めるため、条例第１条に規定する目的に沿う団体で、次に
掲げる要件に該当するものを登録することができる。 
(1) 10名以上の会員で構成されている団体で、かつ、その会員の過半数が市内に在住し、又は在勤し

ている者であること。 
(2) 概ね６月以上の活動実績があること。 
(3) 代表者の選任、会則の制定その他組織としての体制が確立していること。 
(4) 営利活動、宗教活動又は政治活動を目的としていないこと。 
(5) 主として市内で活動していること。 

２ 前項に定めるもののほか、登録の方法その他登録に関する事項は、市長が別に定める。 
（使用許可申請） 

第４条 条例第７条第１項の許可を受けようとする者は、センター使用許可申請書を市長に提出しなけれ
ばならない。 

２ 前項の規定によるセンター使用許可申請書の提出は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定め
る期間内に行わなければならない。 
(1) 国、地方公共団体又は前条の規定により登録を受けた団体（以下「登録団体」という。）が使用す

るとき及びこれらの者以外の者が市の後援する事業に使用するとき 使用しようとする日（以下「使
用日」という。）の属する月の初日の６月前から使用日まで 

(2) 前号以外のとき 使用日の属する月の初日の５月前から使用日まで 
（使用許可書等） 

第５条 市長は、センターの使用を許可したときは、センター使用許可書兼領収書を交付する。 
（使用料の減免） 

第６条 条例第８条第２項の規定により使用料の減免を受けようとする者は、使用許可申請書にその旨及
び理由を記載し、市長の承認を受けなければならない。 

２ 条例第８条第２項の規定による使用料の減免は、次の各号に掲げる事由に該当する場合に行い、その
額は、当該各号に定めるとおりとする。 
(1) 国又は地方公共団体が使用するとき、登録団体が条例第１条に規定するセンターの設置目的に適

合する事業に使用するとき及び登録団体以外の者が市の後援する事業に使用するとき 使用料の全
額 

(2) 使用人員の過半数が市内に在住し、又は在勤している者であり、かつ、これらの者が条例第１条
に規定するセンターの設置目的に適合する事業に使用するとき（前号に該当するときを除く。） 使
用料の５割に相当する額 

(3) その他市長が必要と認めるとき 市長が相当と認める額 
（使用料の返還） 

第７条 条例第９条ただし書の規定による使用料の還付は、次の各号に掲げる事由に該当する場合に行い、
その額は、当該各号に定めるとおりとする。 
(1) 使用の許可を受けた者の責に帰すべき理由がなく使用できないとき 既に納付した使用料に相当

する額 
(2) その他市長が特別な理由があると認めるとき 市長が相当と認める額 
（機器の種類及び使用料） 

第８条 機器の種類及び使用料は、別表第1のとおりとする。 
（利用者の遵守事項） 
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第９条 センターに入館した者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 
(1) 所定の場所以外で火気を使用しないこと。 
(2) センターを不潔にしないこと。 
(3) 騒音、放歌、暴力その他他人に迷惑となる行為をしないこと。 
(4) 所定の場所以外に立ち入らないこと。 
(5) 許可なくビラ、ポスターその他の広告物を掲示し、又は配布しないこと。 
(6) その他市長の指示に従うこと。 
（様式） 

第10条 この規則に規定する書類の記載事項は、別表第2のとおりとし、その様式は、別に定める。 
（雑則） 

第11条 この規則に定めるもののほか、センターの管理運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。 
  

付 則 
 この規則は、条例の施行の日から施行する。 

付 則 
 この規則は、平成18年4月１日から施行する。 

付 則 
 この規則は、平成19年4月１日から施行する。 

付 則 
 この規則は、平成28年4月１日から施行する。 
 
別表第1（第8条関係） 
機器の種類及び使用料 

 

品   目 単   位 使 用 料 

印   刷   機 製版1回につき 100円 

複   写   機 複写1枚につき 10円 

備考 
 １ 印刷機を使用することができる者は、登録団体及び市長が使用を認めた者とする。 
 ２ 印刷機を使用する者は、印刷用紙を自ら持ち込むこととする。 
 
 
別表第2（第10条関係） 
 

名称 記載事項 条項 

センター使用許可申請書 申請者の住所・氏名・電話番号（団体にあっては、その名称・代
表者氏名・所在地・電話番号）、申請年月日、使用目的・内容・
人員、金銭徴収の場合の１人当たりの金額・徴収名目、使用日時、
使用室名、使用料減免申請理由、使用希望の付属設備等 

第４条 

センター使用許可書兼領収書 使用者の住所・氏名・電話番号（団体にあっては、その名称・代
表者氏名・所在地・電話番号）、使用目的・内容・人員、金銭徴
収の場合の１人当たりの金額、徴収名目、使用日時、使用室名、
使用料減免理由、使用許可する付属設備等、許可番号、許可年月
日、使用料金額、減免金額、領収金額、領収年月日、現金取扱員
印 

第５条 
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○西宮市消費生活センター施設管理運営要綱 

（趣旨） 

１ この要綱は、西宮市消費生活センター（以下「センター」という。）の管理運営に関し、必要な事項

を定める。 

 

 （使用制限） 

２ 次の各号に該当する場合は、センターの使用を許可しない。 

 (1) 営利を目的とするとき。ただし、物品の販売その他これに類似する行為を行わないときは、この限

りでない。 

 (2) 危険物を持ち込むとき。 

 (3) 飲酒・飲食を主たる目的とするとき。 

 (4) 保護者等の同意書又は付き添いのない中学生以下の者だけのとき。 

 (5) 集団的に又は常習的に暴力的不法行為を行う恐れがある組織又は集団の集まりのとき。 

 (6) その他、市長が使用を不適当と認めるとき。 

 

 （使用者の遵守事項） 

３ センターの使用者は、次の事項を厳守しなければならない。  

 (1) 第１学習室、第２学習室及び実習室の使用許可時間を厳守すること。 

 (2) 茶の葉及び布巾を必要とする者は持参すること。 

  (3) 使用後の清掃、整理及び整頓を行うこと。 

 

 （共同利用室） 

４ 共同利用室を次のとおり設置し、運営する。 

 (1) センターを拠点とした消費生活に関する活動及び学習を促進し、かつ、支援するため、共同利用室

を設置する。 

 (2) 共同利用室の利用は無料とし、登録団体に優先的に使用させる。 

 (3) 共同利用室内にロッカーを設置し、登録団体には１団体につき１つのロッカーを無料で貸与する。 

 

 （付属設備の使用） 

５ センターの付属設備の使用については、次のとおり取り扱う。 

(1) センター業務用に設置している印刷機は、次の者にも使用を認める。 

る。 

    ア 登録団体 

    イ 市長が使用を適当と認める場合 

 （2）前項に掲げる者は、印刷機を使用するときは、1 版につき 100 円を支払わなければならない。この

場合において、印刷用紙は自らが持ち込むものとする。 

(3) 資料・情報コーナーのコインキット付複写機は、１枚につき10円を徴収する。 

  (4) 次の付属設備の使用については、無料とする。 

    ア 資料・情報コーナーのテレビデオ 

    イ 第１学習室の視聴覚機器及びマイク 

    ウ 第２学習室のテレビデオ 

    エ 実習室の冷蔵庫、洗濯機、乾燥機、電子レンジ及びガス器具 

  

 （領収書の発行） 

６ 使用料等を徴収した場合は、次により領収書を発行する。   

(1) センターの使用を許可し、使用料を徴収したときは、「西宮市消費生活センター使用許可書兼領収書」

を発行する。 

(2) 印刷機又はコインキット付複写機の料金を徴収したときは、領収書を発行する。 

ただし、不特定の者が利用できるコインキット付複写機にあっては、事前に申し出があった場合に限

り発行するものとする。 

(3) 印刷機を日常的に使用する登録団体等にあっては、この料金について一定の期間分を一括徴収とす
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ることができる。この場合においては、「印刷機使用簿」を作成する。 

 

   付 則 

 この要綱は、平成１３年４月２３日から施行する。 

      付 則 

  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は平成１９年１１月１日から施行する。ただし、第２項の改正規定は平成２０年４月１日から

施行する。 

 

 

 

○西宮市消費生活センター登録団体要綱 

 （趣旨） 

第１条  この要綱は、西宮市消費生活センター条例施行規則（平成12年西宮市規則第56号。以下「規則」

という。）第３条の規定による西宮市消費生活センターへの登録に関して必要な事項を定める。 

 （登録の承認） 

第２条  登録団体として申請しようとする者は、センター団体登録申請書（様式第１号）に次に掲げる書

類を添えて市長に申請し、承認を受けなければならない。承認を受けた事項を変更しようとするときも、

同様とする。 

  (1)会則の写し 

  (2)会員及び役員名簿 

  (3)収支及び事業概要を記載した書面 

  (4)前３号に定めるもののほか活動内容の参考となる資料 

２ 市長は、前項の規定による申請があった場合において、規則第４条第１項に規定する要件を満たして

いると認めるときは、登録団体として承認し、センター団体登録承認書（様式第２号）により、当該団

体にその旨通知するものとする。 

３ 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、登録団体の登録を取り消すことができる。 

  (1) 規則第３条第１項に規定する登録の要件を欠いたとき。 

  (2) センター団体登録申請書の記載内容又は第１項に規定する添付書類の記載事項に虚偽の記載があ

ったとき。 

  (3) 条例、規則及びこの要綱に違反したとき。 

 （活動・運営方針等） 

第３条 登録団体は、条例第１条の設置目的を達成するために、次に掲げる事項を遵守しなければならな

い。 

  (1) 活動成果を広く市民へ情報提供すること。 

  (2) 学習活動を通じて仲間づくりと地域におけるネットワーク化を図ること。 

  (3) 講演会、消費生活展その他のセンター事業に積極的に参加すること。 

(4) 団体の運営については、会員の相互の学習を基本とし、会員の総意により民主的に行うこと。 

 （有効期間） 

第４条 登録の有効期間は、毎年６月１日から翌年５月末日までとする。 

２ 登録団体としての申請をした者が前項に規定する期間の途中で登録の承認を得た場合の当該登録の

有効期間は、登録の承認を得た日からその日以後最初の５月末日までとする。 

 

付 則 

１ この要綱は、平成１３年４月２３日から実施する。 

２ 登録申請については、開館日前においても準備行為を行うことができる。 

３ この要綱は、平成２８年４月１５日から実施する。 
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○西宮市消費生活相談員設置要綱 

 （設置）  

第１条  市民の消費生活の向上を図るため、消費生活センターに消費生活相談員（以下「相談員」という。）

を置く。 

  （委嘱）  

第２条  相談員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

  (1) 国民生活センターが認定する消費生活専門相談員の資格を有する者  

  (2) 経済産業大臣が認定する消費生活アドバイザ－の資格を有する者  

  (3) 日本消費者協会が認定する消費生活コンサルタントの資格を有する者 

（委嘱期間） 

第３条  相談員の委嘱期間は、４月１日から翌年３月３１日までとし、再委嘱については、適性を総合的

に勘案し決定することとする。  

２  年度の中途において委嘱された相談員の委嘱期間は、当該年度の３月３１日までとする。 

 （職務）  

第４条  相談員の職務は、次のとおりとする。  

  (1) 消費生活相談の受付及び処理  

  (2) 消費生活相談関係資料の整理  

  (3) 相談業務にかかる統計処理 

  (4) 消費生活相談からの情報提供  

  (5) 消費生活センターの受付案内業務 

(6) その他消費者行政の推進に関すること。 

  （解嘱） 

第５条  市長は、相談員が次の各号の１に該当するときは、解嘱することができる。 

  (1) 退職を申し出た場合 

  (2) 勤務成績が良くない場合 

  (3) 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、又はこれに堪えない場合 

  (4) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠った場合 

  （服務） 

第６条  相談員は、職務の遂行に当たっては、全力をあげてこれに専念しなければならない。 

２  相談員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とする。  

  （勤務日及び勤務時間等） 

第７条  相談員の勤務日は１週につき４日、３０時間とし、消費生活センター所長が月曜日から土曜日の

間でこれを定める。  

２  相談員の勤務時間は午前８時４５分から午後５時１５分までとし、休憩時間は原則、正午から午後

１時までの１時間とする。  

 （補則）  

第８条  この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

   附  則  

この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

   附  則  

  この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   附  則  

  この要綱は、平成１１年４月１日から施行する。 

   附  則  

  この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

   附  則  

  この要綱は、平成１６年１２月２４日から施行する。 

附  則  

  この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附  則  

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 


